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〈論 説〉

激動する欧州連合(EU)の 政策課題を考える

世 界 ・EC・EU・ 市場 ・通 貨 ・憲法 ・政 策構 造 を考 え る

清 水 嘉 治

1.い ま欧州連合(EU)が 問われているもの

(1)激 動す る世界経済 の中で考 える

人権 を重視す る世界経済 を

(2)い まEUで 何が問題かEU憲 法条約 問題 とは何 か

(3)フ ラ ンス,オ ラ ンダの憲法条約批准 「ノ ン」の意味

(4)21世 紀 トル コの加盟問題 をどう考 えるか

平和 ・民主主義 ・人権 そ して法の支配 とは

II.EUの 主要政策史の構造1960年 代 か ら80年 代 にか けて

(1)わ た くしに とっての初期のEC・EU研 究 とは

(2)1960年 代のECの 主要経済政策の課題

aロ ーマ条約 と欧州経済共同体(EEC)の 経 済政策 とは何 であったか

b共 通農業政策の難 問

c共 通通貨政策の課題

(3)1980年 代の拡大ECの 問題 を考 える

a市 場 圏拡大の構二図の流れ

b1980年 代 スペ イン,ポ ル トガル加盟 の意味 を再考す る

HI.1990年 代～2000年 代 のEUの 経済 政策 と市民権 ・ユ ーロ ・景気動 向を考 える
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V.こ んこの課題を克服するために

EUと 「近隣諸国政策」と将来課題一
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1い ま欧州連 合(EU)が 間 われてい るもの

(1)激 動する世界経済の中で考える

人権を重視する世界経済を

21世 紀の世界経済の課題 は,一 方で米 国,EU,日 本な どの強大 な経済力 をもった国々 と他方
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で,従 来,発 展途上国 といわれた中国,韓 国,イ ン ド,ブ ラジルなどの諸国の着実な経済力の発

展 をどの ように位置づけたらよいかにある。 こうした先進諸国 と中進途上発展諸国は,生 産力 と

情報技術(IT)の 発展 を武器 に,相 互 に世界市場 をめ ぐって激 しい競 争 を展 開 してい る。1980年

代以降今 日までの世界は,資 本,商 品,サ ービス,技 術,労 働力の国境 を越えた移動が活発化 し

ている。その中心 の担 い手 は多 国籍企業,多 国籍金融資本であ り,ま さにグローバ リゼーシ ョン

の資本的普遍化 であ り,こ の中で,さ まざまな支配 と従属 関係,資 本間の競争,協 調,対 立,そ

して対抗 関係 を表面化 させている。

多 国籍企業 は,国 家間の貿易 を増大 させ るだけでな く,直 接投資 を増大 させ てい る。世界の貿

易額 をみる と,1990年 時点で3兆500億 ドルが2000年 時には6兆 ドルへ,05年 には7兆 ドルへ

と上昇 している。貿易額 の上昇の中で,2000年 以降,中 国が,米 国,EU,日 本 と対等 な力量 を

発揮す るようになった。ちなみ に05年 末の中国の貿易 黒字額 は04年 の3倍 で12兆 円台 に達 し

た。 同年の 日本の貿易黒字額を上 回った。中国の地域別貿易 の上位 は①EU,② 米 国,③ 日本 の

順である。一般 に先進国の多国籍企業 の海外直接投 資をみると,進 出先で,工 場 を作 り,現 地で

生産物 を販売す るだけでな く,他 国に輸 出する。 この過程 を通 じて企業の利益率 を増大 させ るの

が多 国籍企業 の 目的であ る。今 日,先 進 国の多 国籍企業 は,約4万5000社 以上 あ る といわれ

る。その生産額 をみる と世界の各国の国民総生産額(GNP)の 合計 の約4分 の1に 相 当す る5.8

兆 ドル といわれる。それは,EU合 計のGNPに 匹敵す る。多 国籍企業 は,商 品,資 本,資 源,

サー ビス,労 働力,技 術 の国際移動 を通 して巨大化す る。 それは,多 国籍金融資本 による本国以

外 での資金増大,と くにユーロマ ネー としてその一部が毎 日数兆 ドルの規模で動 き,巨 大証券市

場 で,投 資フ ァン ドを形成 し,「マネーがマネーを生む」構造 を作 り上げている。それは企業合

併 ・買収(M&A)の 資金 の武器 を形成 している。

経済のグローバ ル化 は,各 国の産業政策 を変化 させ,国 民国家の規制力 を弱体化 し,グ ローバ

ル ・ス タンダー ドを定着 させ てい る。

グローバル化 は企業の生産力 の増大,雇 用機会 の増大,商 品価格 の低廉 化,賃 金 の相対的上

昇,消 費機会の増大,競 争力 の強化 な どをもた らすがr同 時に,現 地の中小企業の弱体化,構 造

的失業の発生,環 境破壊,所 得格差の拡大,貧 困層の増大 をもたらしている。

ここで敢えて貧困層の増大 につ いて立入 ってみ る。OECDの 貧困線以下の家計調査(2004年)

によれば,国 民の平均収入 の50%以 下の家庭が増大 している。例 えば年平均収入500万 円の場

合,250万 円(年 間)の 家 計 は,ア メ リカ20%,日 本14%,フ ラ ンス7.5%,ド イ ツ7.6%,イ

タ リア6.5%,イ ギ リス14.6%と なっている。一方世界 の所得 は,1981年 か ら2000年 の20年

間 に12兆 ドルか ら32兆 ドルへ と約3倍 も増加 したが,途 上国な どの人口増 で1人 当 りのGDP

は約2倍 弱 に増 えたにとどまる。先進 国の1人 当 りGDPは この20年 間に2.8倍 増大 した(1981

年9,797ド ルが2000年 に26,838ド ルへと)。ところが途上 国で は1.3倍 の増加 にす ぎなか った(1981

年1003ド ルが2000年 に1342ド ルへと)。最 も開発 の遅 れた国(LDC)はS1981年218ド ルが2000年
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には281ド ルで,こ の20年 間 にわず か63ド ルの増 加 だ。 ア フ リ カのサ ハ ラ以 南 で は,550ド ル

か ら334ド ルへ と低 下 した こ とだ。 これ には人 口増 加,旱 ばつ や虫 害 な どの気 象 条 件 の悪 化,さ

らにHIV・ エ イズ に よる死 者 の増加,援 助 不 足 な どに よる といわ れ る。途 上 国 で は,中 国の伸 び

が先 進 国 なみ に増 加 した。 イ ン ド,ブ ラ ジル な どの 人 口大 国 も一 人 当 りGDPは,2倍 弱 に伸 び

た(UNCTAD,HandbookoflnternationalTradeandDevelopmentStatistics,1984,2002.)。 世 界経 済 にお け る

所 得格 差 は,依 然 と して存 在 して い るが,新 しい動 き もあ る こ とに注 目 した い 。EUで も,中 ・

東 欧5ヵ 国,地 中海2ヵ 国バ ル ト3ヵ 国 な どの 加 盟 に よ っ て こ ん この経 済 発 展 が 注 目 され て い

る。 ま たEUは,こ の10年 間,ア イ ル ラ ン ド,フ ィ ン ラ ン ド,ス ペ イ ン,ポ ル トガ ル,ス

ウ ェーデ ンな どの 「成 長」 が 注 目され た。

2005年10月12日,国 連 人 口 基 金(UNFPA)は,『 世 界 人 口 白 書 』 を 公 表 し た。 世 界 人 口 は

2004年 に64億6470万 人 で,2050年 に は90億 人 を超 え る と予 測 した。 わた く しが以 前,調 査 し

た ところ60年 代 以 降,10年 余 で,10億 人 ず つ 増加 し,50年 時 の25億 人 が32年 後 の87年 に は

2倍 の50億 人,05年 に64億6千 万 人,2015年 に は70億 人 と予測 され,2050年90億 人,2070

年100億 人 と予 想 され,そ れ以 降止 ま るだ ろ う といわ れ てい る。 先 進 国で は,逆 に減 少 し,途 上

国で は増加 す る傾 向 を予 測 してい る。EUも 同 じ傾 向 を共 有 して い る。 ま た戻 って,前 述 の公 表

され た 「世 界 人 ロ 白書』 をみ る と,人 口増 加 率 の高 い 後 発 発 展 途上 国 撮 貧困)は 依 然 と して 低

所 得状 態 に あ る。本 書 は これ らの国 の貧 困 削減 のた め に 「ジ ェ ンダー(社 会的文化的性別)の 不 平

等」 を克服 し,貧 困の 被 害が 集 中す る女 性 へ の投 資 の必 要性 を強 調 してい る。

国連 の 『世 界 人 口 白書 』 の主張 は,1964年 の カイ ロで の 国 際 人 口 開発 会 議i以降,「 人 口」 か ら

「人権 」 に政 策転 換 を した。05年 の 白書 も 「平等 の約 束 」 を タイ トル と し,女 性 の教 育 や 了 ども

を産 む産 まない の権 利 の保 障 も含 め た 「リプ ロ ダ クテ ィブ ・ヘ ルス(「 性 と生殖に関する健康」)」へ

の投 資 と,「 ジェ ンダー の公正 」 を重 要 テ ーマ に した。 この指摘 は正 しい。妊 産 婦 死 亡の99%は

途 上 国で見 られ,貧 困 や女 性差 別 が密 接 に関係 して い る。前 に触 れ たサハ ラ以 南 の ア フ リカで は

16人 に1人 が 妊 娠 合併 症 で死 亡 して い る と推 計 さ れ,同 地 域 で は 中等 教 育 を終 了す る女 性 は な

ん とわず か30%以 下 であ る。

女 子 教 育 へ の投 資 は重 要 であ り,EUも 真 正 面 か ら向 きあ って協 力 して い る。EUも,こ う し

た世 界 の動 きの 中 でEUの 貧 困対 策 を位 置づ け なけ れ ばな らな い。 世界 経 済 の 中のEUな の で あ

る。EUも 世 界 経済 の 難 問 を共 有 して前 進 しな けれ ば な ら ない。

世 界 経 済 の 課 題 は,一 一方 で の グ ロ ーバ ル 化 の 欠 点 を見 抜 き,他 方 で,そ の 対 策 を重 層 的 に 立

て,実 行 して い くこ とに あ ろ う。21世 紀 に入 っ てEUは もち ろ ん で あ るが,ア メ リ カ も,ロ シ

ア,中 国,日 本 も,支 持 した2000年9月6日 ～3日 間,国 連 本 部 で 開催 さ れ た ミ レニ ア ム ・サ

ミッ ト(MilleniumSummit)で の 「宣 言」 を注 目す べ きで あ ろ う。 そ の 宣言 は,全8章 か らな り,

全 会 一 致 で 採 択 され た。 グ ローバ リゼ ー シ ョンの 矛盾 を調 整 し,加 盟 国 が 「世 界 的 統 治 シ ス テ

ム」(グ ローバル ・ガバ ナンス)を 設 立 してい くとい う もの で あ っ た。 「恐怖 か らの 自由,欠 乏 か ら
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の自由,持 続可能 な未来,国 連の再生」 など4分 野で行動 目標 を示 し,行 動 してい くというもの

であった。それ は21世 紀の世界経済 が共有 してい く課題 で もあった。開発 目標 をみ る と,自

由,平 等,連 帯,寛 容,自 然 の尊重,責 任 の共有にあ る。 こうした指標 を目的 として共有す るた

めに栄養 ・保健 ・教育 な ど人 間開発 を強力 に推進す ること,2015年 まで に,① 貧 困 と飢餓 を半

減 させ る,② 初等 中等教育で男女の格差 をな くす,③ 幼児死亡率 を3分 の2減 らす,④ 妊産婦の

死亡率 を4分 の3減 らす,⑤HIV・ エイズな ど感染症の蔓延 を減 らす,⑥ 持続可能な環境 の確保

などの具体 的目標 を立てて実行 を迫 った。 このことは評価 で きる。 だが政府 と民 間企業の協力の

あ り方,政 府 と市民 との協力のあ り方を各政府 に明示 して実行 を監視 してい くべ きではないか。

この宣言後,01年9月11日 のニ ュー ヨークテロ,2003年3月20日,米 英軍が イラク戦争 を開

始 し,同 年4月14日,終 結 した。 この戦争 にフラ ンス ・ドイ ツは反対 した。 この戦争 に参加

し,支 持 したのは,日 本 を含 む44ヵ 国であった。 ブッシュ大統領 は5月1日 戦 闘終結宣言 を し

た。だがその後 も戦闘は収 まらなかった。04年6月1日 にイラク暫 定政権発足,同 月25日 連合

国暫定機構(CPA)か ら主権移譲,10月15日 にイ ラク憲法の国民投票実施,シ ーア派,ス ンニ

派,ク ル ド族の対立 を調整 し,米 国 もス ンニ派排除 に懸念 し,「治安安定」 を渇望 した。だが,

テロは続発 している。すでに05年 末 までに米軍 中心の多国籍軍の犠牲者2400人,イ ラク人2万

人以上(05.g.20)と いわれてい る。

あえてイラク戦争 に触れたのは,国 連の本質 は平和の絶対化にあ る。最 も重要 な任務 は国際社

会の平和 と安全 の維持 にあ る。 国連憲章の中で 「平和 に対す る脅威,平 和の破壊及 び侵略行為 に

関す る行動」 として集 団安全保 障制度 を定 めた第39条 か ら51条 までの憲章 第7章 を国連 の場

で,市 民的立場 で議論すべ きであった。 したがって ミレニアム開発 目標 を実現するためにも,国

連憲章の理念 に立 って,一 切 の戦争 を防止 し,軍 縮政策 を具体 的に展 開 し,諸 国民 の 自由,平

等,連 帯,寛 容,自 然 の尊重,責 任 の共 有,人 権 の絶対権,市 民権 を守 るための諸条件 をつ く

り,各 国に実行 させ てい くべ きであろ う。「自由 と民主主義」の名 の もとに,他 国への干渉,侵

略 を合法化す る新 「帝 国」 の支配 は止め るべ きなのである。「世界 は1つ,全 欧 も1つ,ア ジア

も1つ 」,平 和 の 目的 をた えず定着 してい くべ きなのであ る。EUの 平和 ・安保 もこの視 点 を貫

徹すべ きなのである。

だか ら世界経済の変動の中で,EU,世 界 の市民の立場 か ら独 ・仏 の指導者が イラク戦争 に反

対 したのは正 しかった。EUの 深化 と拡大 を図るうえで も,こ の理念は守 ってほ しい。

い ま世界経済の担当者 は,平 和,人 権,民 主主義を 目標 に経済 を安定 させ,一 方で環境 と共存

し,成 長 を図 りつつ,他 方 で,格 差構造 を改革 し,貧 困解消 に全力 を投球すべ きであろ う。EU

の政策 もこの視 点をもって具体化すべ きであろう。

(2)い まEUで は何が問題 か

EU憲 法条約問題 とは何か



激動す る欧州連合(EU)の 政策課題 を考える65

EU拡 大の歩み

1958年EEC加 盟6ヵ 国

① ベルギー

② フランス

③ 西 ドイツ(89年 東西 ド

イツ統一→ ドイツ〉

④ イタリア

⑤ ルクセンブルク

⑥ オランダ

1973年EC9力 国

⑦ デンマーク

⑧ アイルラン ド

⑨ イギ リス

1981年EC10ヵ 国

⑩ ギ リシャ

1986年EC12力 国

⑪ ポ ル トガル

⑫ スペ イ ン

1995年EU15力 国

⑬ オー ス トリア

⑭ ブイ ンラン ド

⑮ ス ウェー デ ン

2004年EU25ヵ 国

⑯ キ プロス

⑰ チ ェコ

⑱ ハ ンガ リー

⑲ マル タ

⑳ ポーランド

⑳ スロヴァキア

⑳ スロヴェニア

⑳ エス トニア

⑳ ラ トヴィア

⑳ リ トアニア

加盟候補国

⑳ ブルガリア(07年 加盟

予定)

⑳ ルーマニア(同 上

⑱ トルコ

⑳ クロアチア

第1表EU拡 大の歴史(2005年 現在)

ヨーロッパ にとって2004年 は,21世 紀世界 を支 えてい く新 しい出発 の年であ り,記 念すべ き

世紀 の幕明けの年で もあ った。同時にEUは 加盟25ヵ 国に拡大 した(第1表)。 同年6月18日 ブ

リュセルのEU首 脳会議 でEU憲 法(ConstitutionforEuropeanUnion)が 採択 された。 この採択過

程 において加盟 国の市民は憲法への批判,各 国 とEUと の権力 関係 とりわけ各 国の立憲主義 と

EU公 権力行使 とどのように関連づけ るか疑 問を提出 していた。EU憲 法 は,各 加盟 国(イ ギリス

は憲法をもたない)の 憲法典ではな く,統 合 した加盟国間の国際条約的法規範 に よる ものであ り,

東西欧州の主権 を尊重 した多様性の統一体 としての国際条約的法典である。憲法の第一部 は,欧

州各 国が近代化過程 の中で,市 民が獲得 して きた民主主義,人 権,法 の支配(市 民が下から求めて

できた市民生活のルール,司 法,行 政,立 法の三権分立の理念の定着化)と い う基本理念 を規定す ると同

時 にEUの 権 限を規定 した。EU憲 法 は,立 憲 的多元 主義(ConstitutionalPluralism)に よる法 関係

ではないか。EUは,複 数のデモス(Demos,自 立的市民 民衆)か らなる統合制度であ り,加 盟国

の諸国民間の連合制度である。欧州憲法条約 の各 国憲法 に基づ く批准 を経 て,EU次 元の憲法 に

正統性 を付与す るものである。EU憲 法 と加盟 国各 国の憲法 との関係 は,ト ップ ・ダウ ンの関係

ではな くボ トム ・ア ップの関係 として位置づけるべ きである。だか らこそ この批准 に当 っては,

加盟国の国民投票 または国会での議決によって承認することになっているのであ る。

さらにEU憲 法はEUの 共通の政策理念 として地球環境 の保全,持 続 的発展,社 会的市場経済

の導入,文 化,言 語 の多様性 を尊重す る。 この憲法 はこ うした共通 の価値 観 を もち,さ らに雇

用,経 済政策,外 交 ・安全保障政策 を,各 加盟 国固有の権限であ るといっている。

もちろん通貨 はフラ ンクフル トの欧州 中央銀行 によって管理 され,中 央銀行 は通貨の発行権 を

もつ。欧州通貨統合は,92年 のマース トリヒ ト条約 に基づいて市場統合,通 貨統合 との連関性

をもって着実 に機能 している。 まさにEUは 「均衡の とれた持続 的発展 をもった経済的,社 会的

進歩を促進することにあ り」「それは と くに域 内の国境 な き地域 の創造,経 済的社会 的地域 間の
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格差是正のための結束強化 を通 じて,経 済的,通 貨的連合 の確立 を通 じて,最 終的には,こ の条

約の各 条文 と対応 して単一通貨採用 を含 む通貨統合 の推進 にあ る」 ことを実践 して きたの であ

る。 もちろん市場統合 と通貨統合が実現 して,成 果 をあげていることは客観的事実であるが,地

域 間格差の是正は,た えざる課題 なのである。

EUは99年1月 か らユーロを流通 させ,決 済や国債の発行,02年 か ら日常的買物,取 引 に定

着 させたのである。ユーロ発足 の準備 としては,マ ース トリヒ ト条約 の理念 に基づ くものであっ

た。 もちろん95年12月 のマ ドリー ドでのEU首 脳会議は,こ の条約 を全会一致で採択 し,新 通

貨ユーロを99年1月 か ら11ヵ 国(ド ィッ,フ ランス,イ タリァ,ス ペイン,ポ ル トガル,オ ランダ,ベ

ルギー,ル クセンブルク,ア イルランド,オ ーストリァ,フ ィンランド)の 間で流通 させ,02年1月 ギ リ

シャも参加 し,ユ ーロ圏は12ヵ 国になった。 もちろんユー ロ発足 の準備 としては,通 貨統合の

ための諸条件 が課せ られた。各加盟国 は,① 物価 上昇率が3%以 内であるこ と,② 財政収支の

赤字は,GDPの3%以 内であること,③ 政府債務残高がGDPの60%以 内であること,④ 為替

相場が安定 していること,⑤ 長期金利が2%以 内であることな どをあげた。ユー ロ加盟国はこれ

らの諸条件 を満足 する ように政策運営 する ことにある。こ うした基準,と くに 自国の財政 赤字

GDP比3%を 超 えた場合,EUか ら勧告 をうけ,GDP比0.5%の 範囲内で制裁金 を課 され,無

利子で積 み立 てなければな らない。2年 以内に赤字 を解消 しない場合,EUは その赤字 をだ した

国か ら制裁金 を没収で きる。03年,伊,仏,独 の各国がGDP比3%以 上の赤字 を出 し,EUか

ら勧告 をうけた。 もちろん,景 気,不 景気の経済に対応す るため,そ れな りの経済政策 を打 ち出

してい るが,ド イツな どにおいては,不 況 に直面す ると,過 度な財政支出をせ ざるをえない。02

年 には,GDP比3.3%の 赤字 を表面化 させ,EUか ら勧 告 をうけた。EUは,財 政安定協定 に基

づ いて2年 以内に赤字 を削減す るよう指示 した。 この協定 では,当 事 国がマイナス2%以 上の

深刻 な不況 に直面 した場合 には,制 裁 は適用 されない。この とき,ド イッは免かれたのである。

この協定 は,実 質成長率がマイナス0.75%か ら2%未 満 の場合 に直面 した とき,EU蔵 相理事

会 で審議 し決定す るこ とになってい る。 また フラ ンス も,赤 字が3%を 超 え,審 議 の対象 に

なったが,辛 うじてク リアー した。

EUは,「 強い安定 したユ ーロを実現 す るために,欧 州中央銀行 と各国の経済政策 を どの よう

に調整 し,各 加盟国の国民 のニーズにどう対応す るか」 に迫 られている。

ユーロ圏の確立は,EU市 場統合 と連動 し,ド ル との対抗 と協力 関係 を作 りだす。 この点 につ

いて,ワ シン トン ・ポス ト紙 のロ ン ドン支局長の トム ・リー ドはこ ういう。「現在,ア メ リカが

直 面してい る脅威 は,世 界最強の経済国家 に支え られた強い通貨,ユ ーロが ドルに代わる信頼性

の高い通貨 とみ られるようになってきていることだ。事実,ユ ー ロは世界の金融舞台 に登場 して

か ら3年 も経た ない うちに,国 際投 資の受 け皿 として ドル と同等の立場 を確 保 した」 と(T.R.

Reid,TheUnitedStatesofEurope.2005.金 子宣子訳 『「ヨーロッパ合衆国」の正体』新潮社,291ペ ージ)。

この裏付 け と して国際 決済 銀行 に基 づ い てユー ロ建 ての債 券(企 業 と政府)の 価 値 は上が
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り,98年 の ゼ ロか ら04年 には約4兆 ドル も急騰 した とい う。

EUの 歴 史の 中で,ユ ー ロの 発展 は,全 欧の経 済 統合 を強 化 した。02年 ユ ー ロ通 貨 の流 通 が 開

始 され た と き,わ た く しは こ う指 摘 した 。 「この メ リ ッ トは第1に コス ト削 減 にあ り,第2に 価

格 の 透 明性 に よる ブ ラ ン ド商 品価 格 の低 下 に よ り,消 費 者,企 業 に利 益 を もた ら した こ と に あ

り,第3に 域 内 取 引 量 の 増 大,外 国 へ の 輸 出 増 な ど を もた ら し た」(清 水 論文,「 拡 大欧州 連合

(EU)の 史的性格 と政策課題」『神奈川大評論』第48号,2004年)と 。

た しか にユ ー ロは,市 場統 合 を通貨 の面 で よ り発 展 させ た だけ で な く,基 軸 通貨 ドル の勢 力 圏

へ の浸 透 を 図 り,対 等 の力量 を発 揮 す る よ うに なっ た(`Theeurointheinternati。naleconomy'
,Euro-

peanEc・n・my,N・.1.2004,p.171.)。 国際 通 貨 と して のユ ー ロの 比重 をみ る と,国 債 債 券 市場 で,ド

ル に対 して ユ ー ロの比 重 が 着 実 に増 加 して い る。 国債 決 済 銀 行(BIS)に よ る と,2001年 の新 発

行債 権 は,ド ル建 てが49.1%に 対 してユ ー ロ建 て36.5%,02年 に は,46.9%対38.4%と ドル

に近 づ い て い る。外 貨準 備 高 につ い て は,2001年 に は ドル67.5%対 ユ ー ロ16.4%,03年 に は

64.5%対18.7%と ユ ー ロが 次 第 に増 加 して い る。 こ の点EU企 業 は もち ろ ん で あ るが 外 国企 業

も,ユ ー ロ の価 値 が 上昇 して い る こ とを認 め て い る。 い まや ユ ー ロは 「人 間 の共 同体 で あ るEU

の シ ンボ ル とな り」 貨幣 の交 換 手段 と して の機 能,価 値 尺 度 と して の機 能,価 値 増 殖(蓄 積)と し

ての 機 能 を もつ よう にな った だけ で な く ドイゼ ンベ ル ク(前ECB総 裁)が い う よ う に,そ れ は 「政

治 的 ・文化 的 きず な を作 り出 して い る」 の であ る。 ユ ー ロ導 入後 の為 替 安 定 と景 気 問題 につ い て

はあ とで も触 れ るが,ユ ー ロの 普及 が,EUの 拡 大 に果 した役 割 は大 きい 。 に も拘 らず,政 治 的

に は,前 述 のEU憲 法 が,フ ラ ンス,オ ラ ンダの両 国民 か ら拒 否 され,批 准 は見 送 られた 。

この点 の現 在 の状 況 をみ る と,そ れは,こ ん このEUと 世 界 の課題 で もあ り,避 け て通 れ な い

難 問 で もあ る。

(3)フ ランス,オ ランダの憲法条約批准 「ノ ン」の意味

まずフランスにおけるEU憲 法 「ノ ン」 をどう受け とめるかの問題か ら考 えてみ よう。

EU市 民 は,EU憲 法 を推進 国の フランスが拒否す るとは思わなかった。 フランスの拒 否の ま

えに,す でに加盟国のEU憲 法批准 国をみ る とスペイ ンでは05年2月20日 の国民投 票 と,5月

18日 の議会で承認 した。国民のEU憲 法意識 は低か った。20日 の国民投票 は10人 中ほぼ6人 が

棄権 した。04年11月 のEU定 期世論調査 によると,「加盟国の約3人 に1人 がEU憲 法 を聞いた

ことが ない」 とい う。だが政府 当局者 は加 盟国 との連帯 を強化する意味で 「安心」 した とい う。

リ トアニア,ハ ンガ リーにおいては,そ れぞ れ04年11月11日,12月21日,議 会承認 の方式

を選択 した。 この国は,国 民の生活水準の向上のため には,市 場統合,通 貨統合 を通 じて,国 内

の生産性 の向上 を図ることを期待 していた。む しろEUへ の参加 を通 じて ヨーロ ッパの一員にな

るこ とを誇 りに思っていた。05年 に入 ってか らス ロベ ニアが2月1日,イ タ リアが4月6日,

ギ リシ ャが4月19日,ス ロバ キアが5月11日,オ ー ス トリアが5月25日,ド イ ツが5月27
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日,そ れぞ れ議会承認 とい う形で批 准 した。 この ように9ヵ 国が批准 した こ とは,5月29日 の

フラ ンスの国民投 票にプラス に作用す る と,当 局者 は安心 していた。 ところが 「ノン」であ っ

た。

EUは,前 に触れた ように,市 場統合,通 貨統合,安 保の協力,25ヵ 国への拡大 と前進 して き

た。 フランスは ドイッとともにEUの 発展 の原動力 としての役割 を果 して きた。

ある評論家 はい う。議会承認 で対応すれば間違 いな く通過 したであろう。だがあ えてシラク大

統領 は,フ ランスの威信 にかけて国民投票 に訴 えた。 この事態は予想 もしなかった。 この ときの

EU議 長国ルクセ ンブル クのユ ンケル首相 は こう残念が った。「胸がふ さが る思 いだ。 この50年

にわたって我 々の共通の未来 を築 く推進者だったフランスの選択を残念 に思 う。 ……条約は死ん

だわけではない」(FinancialTimes,30June,2005)。

では この フラ ンス国民が 「拒否」 した理 由は何であったか。それはEUの い まの性格 を示 して

いる。

第1は 国民のEUの あ り方への批判 であ り,国 民生活 の中 にEUの 理念が入 って こない。一般

国民 にとってEUは 遠い存在 なのだ。た しか にEU市 場の拡大の中で,消 費生活 は豊富 にな り,

ユーロの定着 により通貨価値 も安定 した。だが市場 の拡大は,企 業間の激 しい競争を招 き,企 業

の勝 ち組 と負け組 を拡大再生産す る。負 け組 の企業 は合理化 を行 い,賃 金 カッ トや失業 を増大 さ

せ,労 働者,そ の家族の生活の不安 をもたらす。 さらに市場統合 によ り,企 業が国外へ進出する

と同時 に,東 欧の安い労働力 の利用 で,就 業機会 が奪 われ る。 フラ ンス の失業率 は10%で あ

る。厳 しい。EU憲 法 は,フ ランス市民の雇用 を保証す るのか,次 元 の違 う課題で もあえて ここ

に反EU感 情 をさらけだす。

第2は,フ ラ ンス憲法 とEU憲 法 との関係 で,EU憲 法は,新 しくEU大 統領 とEU外 相 を選

出する。一国の外交権がEU外 交権 に統合 されるのではないか という危惧である。

安保体制 での フランス とEUの 力点のお き方が不透明であるという。

第3に,シ ラク政権への批判であ る。 国内の高失業率,社 会保 障制度改革への国民の負担増,

EU官 僚制度を支 えるシラク政権 の保守性への批判である。

こうした批判がEU憲 法 「ノン」になったので はないか といわれている。国民投票で国民がつ

きつ けた 「ノ ン」の理 由について フラ ンスの世論調査機 関SOFRESの 出口調査 によると,反 対

の理 由は,EU憲 法その もので はな く,現 状へ の 「ラルボル(う んざり感〉」だった とい う。 また

EU拡 大 による雇用不安であ ることや,「 自由競争 を重視 しす ぎている」(左翼)「 トル コのEU加

盟 に道 を開 く」(右翼)と い う。次に 「だれがノ ンと投 票 したのか」 とい う設 問 に対す る解答 を

みると,職 業別で は工場労働者や農民 に反対が多い。

EUに 関心 を もち,ど ち らか といえ ば肯定 的だった会社 員,公 務 員,中 間管 理職 ・知 識層が

「拒否」 を表 明 した。 この理由は,企 業の活性化,競 争力強化の政策 に対応 して週35時 間の労働

時間の延長法案が成立 した。この ことが これ らの階層 に対 して不信 を抱かせ た。一方 「賛成」 を
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投 じた階層 をみ ると,失 業不安 を直接感 じない戦後 の独仏和 解 を直接体 で経験 した 「60年代以

上の年配層 と経済力や社会的地位にある大都市の 「高学歴層」に限 られた とい う。

この ようにみる と,シ ラク政権 には,EUに 対 する国民の要望 を十分 に把 握で きず,EU拡 大

やEU憲 法は当然賛成 して くれ るだろうとい う 「甘 え」 と 「安心感」があったのか もしれない。

何 よ りも国民議会は2005年2月 に91.7%の 賛成多数で承 認 していたか らだ。 さらにすべ ての連

立与党(大 統領連合,社 会党,中 道派)は 積極 的に賛成 にまわったか ら自信 を もっていたのか も し

れない。だが満足感は打ち砕かれた。権力者はたえず底辺の市民の鈍重で,鋭 い政治感覚を読み

とらなければな らないことを教 えてい る。

朝 日新 聞のパ リ特 派員 の沢村亘氏は,パ リの北150キ ロ,人 ロ約3万4000人 の リエバ ン市の

選挙 民 の状 況 を次 の よ うに報 告 して い る(同 新聞,05.6.4)。 この 「市 は選挙 区 として最多 の

78.4%が 「ノン』に入 れた。旧炭鉱町で,近 年,工 場閉鎖が相次 ぎ,失 業率は20%に 近い。

30代 の子供2人 が失業 中だ とい う市職員クロデ ィーヌ さん(59オ)は 『次世代のため に反対 に

投票 した』。 自営業のクロー ドさん(46オ)は 『EU憲 法 に完全雇用や労働者 の権利保 護が書かれ

ていることぐらい知 っている。で もそれは紙 に書かれ美辞麗句。政治家が守 るはず ない』 と政治

不信 をぶちまけた。会社員のジ ョセ ブさん(58才)は 『これ まで は欧州統合 ですべての国が平等

に豊かになる と期待 していた。 ところが どうだ。米州の50州 だってEU25ヵ 国ほど格 差はない

だろう』」(同上)と 。 もちろん当局 はこうした庶民の受 け とめ方 を謙虚 に きいてEU憲 法のあ り

方 を考 えるべ きであろう。

あ えて この問題 に立 ち入 ったのは,EU憲 法 問題 は,こ ん ご改 め てその法体系 がEU市 民 の

ニューズ をどう吸収 してい くかを思考 してい くうえで重要だか らだ。

さらにフラ ンスのエ リー トの賛否の評論 を取上げる。

クリスチ ーヌ ・ブタ ン(フ ランス国民議会下院議員,「社会共和主義者フォーラム代表」)は,半 年前

まで強いEUを 支持 して きたが,EU憲 法条約 に次の3つ の欠陥があるので反対だ とい う。(1)

は文化 的,歴 史的に欧州がユ ダヤ ・キ リス ト教 に根 ざしていることを無視 している。 トルコ加盟

の是非 の基準が ない。(2)は,民 主主義の理念が欠如 していることにあ る。欧州委員会の権限が

大 きす ぎないか。欧州市民 による法案請求権 もまやか しではないか。100万 人の署名 を集め る と

いうのは無理 だ。 これを複数の国で集め られるのは資金 と組織力のある団体 しかない。人間的要

素 をも り込むべ きだ。例えば加盟国の貧 困度 を失業率や平均寿命で指標化 し,改 善を義務づ ける

べ きだ。(3)は 倫理上の欠陥があるか らだ。EU憲 法 はヒ トの クロー ンを禁止 したが,技 術的 に

は大差のない治療のためのクローニ ングを黙認 した。人 間の誕生や死 までが商品の ように扱 われ

るのは困 る。EU憲 法 は20世 紀のルールを下敷 きに作 られ,21世 紀の激変 には耐 え られない と

(聞き手 富永格 朝日パリ特派員の要約,朝 日新聞,05.6.17)。

この反対 の理 由は理解 で きるが,問 題 は,こ れか らのEUを どうするか。激動す る世界 の 中

で,民 主主義 を原点 とす るEUを どう作 ってい くのか。下か らの市民社会 をどの ように構築 し,
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EU憲 法条約の基本理念 とす るかの具体 的手法 も示すべ きだ。た しか に25ヵ 国で憲法議会 を作

り,改 めて条約案を練 るこ とは理解 で きるが,現 時点で,100万 人署名 を10万 人にす るとか,

各国の主権 を踏 まえた連合主権 の透明性,公 平性,平 等性 をどの ように この憲法条約 に盛 り込む

べ きかを具体的 に提案すべ きだ。い まEUの 分裂 を望んでいるのは,米 国のネオコンとフランス

の社会党左派 とコミュニス トの一部だ といわれ る。

改めて市民の原点 に立って現行の憲法条約 を どの ように肉付 けす るかを示すべ きだ。急 ぎす ぎ

で は困る。

フラ ンス議会 は もちろんの こと一般市民 も改 めてEUと は何 か,2つ の大戦で も欧州の 中心

で,相 互 に入類史上,極 悪非道で,残 虐行為 を拡大再生産 した武力 による国家 間の血腹 さい闘争

を展 開 したのが ドイツであ り,フ ランスである。 とくに ドイツは,第1次 大戦,第2次 大戦 にお

いて,他 国を武力 で侵略 し,一 般市民 をまきこんだ戦争 を展 開 した。第2次 大戦後,国 連の下に

一・切の戦争 を止 め
,国 際平和 と安全 の維持,各 国間の友好 関係 の促進,経 済上 ・社会上 ・文化

上 ・人道上の問題について,国 際協力 を達成 のための国際組織 を重要視 した。EUの 原点 にあた

るECは,欧 州 の平和 を前提 に,フ ランス,西 ドイツ,イ タリア,オ ラ ンダ,ベ ルギー,ル クセ

ンブルクの6ヵ 国が市場統合 を目指 して作 られたのである。原点は1958年,欧 州石炭鉄鋼共同

体 に加盟 していた6ヵ 国が調印 し,結 成 した共同体であ る。6ヵ 国の関税 同盟 の形成,輸 出入の

数量制 限の撤廃,投 資の 自由など共同市場の設定 を志向する。 また加盟国の市民の生活水準 向上

のため に経済 政策の相違 を除 くことによって経済活動 の持続的かつ調和 と均衡 の とれた拡大 を

図ってい くというものであった。 フランス と西 ドイツ(1989年 東西 ドイツの統一→ ドイツ)は この原

点 をEUの 原動力 に求めている。

問題 は,フ ランスが こんごどのように して一方で従来のEUの 市場統合,通 貨統合,安 保の協

力関係 を保持 しつつ,EU憲 法への市民的ニーズ に基づ く修正点 を提 出 し,す でに批准 した国々

の同意 未承認国 との同意 を柔軟 に取 り付 けるかをみ ることが重要であろう。

フラ ンスの 「ノ ン」はオラ ンダに も飛 火 した。05年6月1日 の国民投票 でEU憲 法条約 の批

准 を予想以上の大差で拒否 し,EU憲 法の成立は よ り厳 しくなった といわれる。オラ ンダの国民

投 票 で 反 対 が62%に 迫 り,投 票 率 は63%近 くに 達 した。詳 し くみ る と(オ ラ ンダDNP通

信,05.6.1.〈世論調査機関インタビューNSS.2000人 対象 ・複数回答〉)「オランダはEUに 金 を払いす ぎ

た こ とが 否決 の 理 由 だ とい う(62%)」 次 い で 「自国 の意 思 を 自 らの力 で決 め に くくなる」

(56%),「 オランダの意思 をEUに 反 映 しに くくなる」(55%)。 なお反対派 は 「憲法は移民 の急増

やEU加 盟 につながる」 と主張 して きたが 「トルコ問題 を考慮 した」 との答えは22%に とどま

り,「考慮 しない」が68%を 占めた。

一方賛成派 の理由は 「国境 を超 えた問題 の解決 に役 立つ」(58%)「 欧州統合 はオ ランダに とっ

て有利 である」(56%)「EUの 意思決定を効率化す る」(51%)と いうものであった。

フランスの世論の批判に比べオランダではEU憲 法その もの に対する判断で賛否 を決めた傾向
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がある。なおオ ランダの国民投票で反対票 を投 じたの は女性や50歳 未満 の人が多 かった。男性

の約60%が 賛成だったのに対 し,女 性 は40%に とどまった とい う(複 数回答)。年齢層 のポイ ン

トをみると,賛 成 と答 えた人の52.9%が50歳 以上だ った。反対 と答 えた人 で50歳 以上 だった

層 は43.7%に とどまった。

フランスとオラ ンダのEU憲 法条約の批准 を否決 した時点の外国為替市場 は,ユ ー ロが全面安

になった。6月2日 の東京市場で も,1ユ ー ロ132円 台前半 と9ヵ 月ぶ りの安値 をつ け,対 ドル

でも同1.21ド ル台 と8ヵ 月ぶ りの安値 をつけた。一時的ではあるがユー ロに売 り圧力 を もた ら

した。

EU憲 法の否決がユ ーロ売 りに結 びついたのは,「投 資家 が構造改革の遅 れに拍車 がかか る」

と受け止めたか らだ とい う(FinancialTimes,2June,2005)。

次いでに付言する と,フ ランスとオラ ンダの否決 は,05年7月10日 のルクセ ンブル クの国民

投票に もイ ンパク トを与 えるだろうといわれた。 ところがルクセ ンブルクでは可決 した。国民投

票の結果,賛 成が56.52%,反 対が43.48%で 批准 を承認 した。加盟国中,初 の国民投 票に よる

承認で,EU憲 法 は,瀬 戸際の ところで とい うかや っと事 実上 の廃案 をまぬかれた。国民投票,

議会承認合わせて13ヵ 国 目になる。仏 ・オラ ンダの否 決に続 き,6月 の首脳会 議 は06年11月

の発効 目標 の先送 りを決めた。EU憲 法は 「死文化」 に直面 した。「ル クセ ンブルクが否決すれ

ば,憲 法の埋葬」 といわれた。だか らあえて予定通 り国民投票を選択 し,可 決 させ た点 をEU賛

成者は評価 した。ユ ンケル首相 はわが国の結果は 「憲法 は死んではいないという明快 なメッセー

ジである」(FinancialTimes,11July,2005)。 だが憲法の発効 には全加盟 国の批准 を必要 とする。英

国など8ヵ 国が批准手続 きの先送 りを表明 している。05年10月 末現在,依 然 として厳 しい。

ルクセ ンブルクで は主要政 党すべ てが賛成 した。1人 当 りのGDPが52,600ユ ー ロ(約700万

円,03年 基準)で 世界 で最 も高 い。ルクセ ンブル クには,欧 州投 資銀行,欧 州司法裁判所 とい っ

たEU機 関を抱 え,市 民はEUに 親近感 をもっている とい う。現政権 の信頼 は高い。首相ユ ンケ

ルは 「否決な ら辞任す る」 とまでいって世論 に訴 えた ことも,市 民の支持 を拡大 した ともいわれ

た。

にも拘 らず,EU憲 法がルクセンブルクで承認 された として,未 承認 国は,逡 巡せ ざるをえな

い。EUへ の対応 に仏,独 と違 って距離 をおいてい る英 国は,国 民投 票 を見送 る とい われてい

る。一方EUの 執行機関,欧 州委員会は一貫 して憲法批准継続 を呼びかけている。だがデ ンマー

クなど6ヵ 国は,英 国に追随す る可能性 がある。EU憲 法条約 は,発 効 には全加盟 国の批准 を必

要 とするが,5分 の4が 批准すれば首脳会議で次善の策 を検討す るとい う付則 もある。だが,現

実 に英国凍結 はEU「 否 決 ドミノ」現象 にな りかねず,EU執 行部 は,ど の ような ドミノ回避 を

す るか問われる。一方,こ うした事態は,EUの 体質改革 を迫 られている。深刻 な問題 として受

け取めるべ きだとい う主張 もあ る。 この点 はEU憲 法条約 を肯定 したうえでの発言である。い ま

EU加 盟国は,従 来の欧州 型福祉社 会のモ デルを普 遍化 す るこ とだ。 フラ ンスの左翼 の一部が
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EU憲 法 に反対 し,ナ シ ョナ リズ ムに傾斜 しようとす るが,そ れは,グ ローバ ル化の波で,利 益

をえている多国籍企業 の戦略にはまるだけではなかろうか。い ま大切なことは,米 国の政策担 当

者が,グ ローバルのもとにアメ リカ型 自由競争 と自由市場 を押 しつ けている行動 に対 向しなけれ

ばな らない。だか らこそEUは 共通政策 を守 り,さ まざまな加盟各国の市民のニーズ を吸収 し,

よ り纏 ま りを持つべ きではなかろうか。ユルゲ ン ・ハーバ ーマスは論文 「なぜ ヨー ロッパは憲法

を必要 とするのか」で こういっている。「ヨーロ ッパ憲法 が頓挫 する と,喜 ぶのは,ブ ッシュそ

の人であろ う。 もしもこの憲法がで きれば,そ の枠 内で ヨーロ ッパ は,世 界秩序 につ いてのネオ

コン的な考え方 に反対する勢力,ア メリカ内部 にも存在 してい る反対勢力 も含めて,そ うした勢

力 をバ ックア ップするだけの十分 なソフ トパワーを持 った共通の外交 と安全保障政策を作 り上げ

ることがで きるのだ(JurgenHabermas,Dasillusionare`NeinderLinken'DieVerfassungannehmen,um

EuropasHandlungsfahigkeitZustarken,NouvelleObservateur,May11,2005.『 世界』2005年9月 号.)」と。

さらに経済的グローバ ル化 のアンビヴァレン トな帰 結 を吸収す るため には,「 国民国家の規制能

力 はもうとっ くに力不足 になっている。今 日 『ヨーロッパ型の社会モデル』 として賞揚 されてい

る ものを守 るには,ヨ ー ロッパ における市場 の進展 に政治が追いつ いてい く以外 にないのだ」

と。要するに彼 は,ヨ ーロッパの経済政策,社 会政策の共有化 を通 じて ヨーロ ッパ市民の生活水

準 の向上,福 祉水準の向上 を日指すだけでな く,共 通 した平和外交の確立 と共通安保の実現を期

待 しているのだ。 とい うのは,一 方でアメリカのジャーナリス トはこういう。 「失業率10%前 後

の状態が続い ている フラ ンスの経済的虚弱性 は程度の差 はあれ 『古 い欧州』全体 に共通 してい

る。その昔,欧 米の知 的エ リー トは欧州の福祉 国家の経済政策 を称賛 したが,現 在 このモデルは

雇用,富,活 力 を生みだすのに機能 してい ない。EUの 官僚主義 は欧州大 陸の高い税率,ふ くれ

あ が った福 祉 給付,弱 者 保 護 の 産 業 政 策 な どに 目をつ ぶ って きた(WallStreetJournal,3June

2005)」。 この批判 は,EU市 民の福祉 向上,生 活水準向上のための,共 通市場 政策,共 通通貨政

策の成果 を評価 で きないのだ。 もちろん,EU官 僚主義批判,エ リー ト中心 の執行 体制批判,

EUと 加盟 国,地 域,市 民 とのかかわ りの問題,共 通安保 政策 などは残 された課題 である。イラ

ク戦争に反対 した独 ・仏の平和主義 の貫徹 は立派であった し,EUは もちろん世界の市民か ら高

く評価 された ことはい うまで もない。英国のブ レア首相が イラクに大量破壊兵器が存在 しなかっ

たことに 目を瞑って米 国のイラク侵攻 に協力 したことが議会,国 民か ら厳 しい批判 を受けた。ブ

レアはEUを 米国 との単純 な協調主義 に もってい くのでな く,EUの 平和 ・安保 ・福祉 な どの共

有主義を米国に説得すべ きなのだ。 また彼 はこんどのEU憲 法批准 問題で も,積 極的 に行動 をし

なかった。EU市 民の立場 に立 って英 国はEU憲 法 を定着 させ る力量 を発揮すべ きで はなかった

か。

(4)21世 紀 トルコのEU加 盟問題 をどう考 えるか

平和 ・民主主義 ・人権 そ して法の支配とは
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トルコは,歴 史と民族 と宗教 と文化の織 り成す複雑な国家 といわれた。文字通 り,統 治者は自

らイス ラム国家 としての誇 りをもっている。当然 なこ とである。2005年10月3日,EUへ の加

盟交渉が始 まった。 トル コはイスラム国家 として初めて欧州へ の 「入 り口」 に立 った。 トル コ国

はもちろん こと内,フ ランスをは じめ加盟国は注 目してい た。 トルコは1952年NATOに 加盟 し

た。それ以来欧州統合への参加 を模索 し,87年ECに 加盟 申請 をした。すでに18年 を経過 して

いる。辛抱 強い交渉であった。なんと加盟交渉 はこんご10年 以上 もかかるといわれている。

歴 史的 にみる と,ト ル コは,親 米反 ソの外交方針 をもって,当 時の対欧米諸国 との連携 を取 っ

て世界 に対応 したが,EUの 市民 から好感 をもたれなかった。

もともと トルコは,歴 史的 に欧州へ の親近感 をもっていた。1949年 以来,ト ル コは国連 の地

域的国際機i構iであった欧州審議 会の一員 だった。 この会 は,1946年 民主主義 ・人権 ・法 の支配

の促進 を目的に設立 された。その本部はフランスのス トラスブールにおかれた。そこに欧州人権

裁判所 も設立 された。 この裁判所 にはEU加 盟 国,加 盟対象 国,ロ シア等 を含 む欧州の46ヵ 国

が参加 してお り,ト ルコもその監視下にあ った。い きおい最近のEUと の関係 をみる と,す でに

トル コは関税 同盟 を結んでお り,05年7月29日,新 規加盟10ヵ 国 との関税 同盟議定書 に調 印

し,市 場統合への成果 をあげつつあ る。 だがEUは,加 盟条件 として平和,民 主主義,人 権 法

の支配 とい う政治的条件を具体 的にクリアすることを求めている。加盟条件 は,厳 しい ものがあ

る。すでに トル コでは,人 権擁護の具体化,死 刑廃」L,拷 問禁」L,ク ル ド人保護措置 などの諸改

革 も国民の一部か ら厳 しい批判 を沿びなが ら実行 して きている。

04年10月6日,EUは トルコか ら提 出された報告書 における改革を評価 した。同年12月 の欧

州理事会は,05年10月3日 か らトル コの加盟交渉の審議 に入 った。一歩前進である。だがそれ

以前にフランス とドイッは,ト ル コが04年 に加盟 したキプロスの承認 を拒否 したこ とに批判的

になった。 フランスの ドビルバ ン首相は 「EUの 全加盟国 を承認 しない国 と加盟交渉 を始 めるの

はいかが な ものか」 と交渉 開始 を遅 らせ るべ きだ と批判 した り,ド イ ツのCDU(キ リスト教民主

同盟)の メルケ ル党 首(現 首相)は,5月26日,ト ル コを正 式 なEU加 盟 国で はな く,「特権 的

パー トナー」 に とどめるべ きだ とい う考 えを示 す書簡 を,加 盟11ヵ 国首脳 とバ ロー ゾ委 員長 に

送った という(朝 口新聞05,8.28)。 また交渉開始 の土壇場 になってオース トリアが,「 トル コを正

式 メ ンバ ーではな く,準 加盟国扱いに とどめるべ きだ」 と主張 した。 これに対 して トルコのエル

ドアン首相 は 「正式加盟国以外 に選択肢 はない」 と批判 した。

いうまで もな くトル コの人口は7千 万人 を超 え,面 積 としては04年5月EUに 新 しく加盟 し

た10ヵ 国の合計 に相 当する。99%が イス ラム教徒 であ り,欧 州 の市民か らする と,宗 教の 自由

とはいえ,民 族感情 に警戒感があることは否定で きない。

欧州委員会が発表 した世論調査(05年7月)に よる と,ト ル コ加盟 を支持す る との答 えはEU

全体で35%で あ り,52%が 反対 だった。 この ことか らEU側 は,依 然 として トルコ加盟への市

民の警戒感 に とまどっている。オース トリアは,オ スマ ン トルコにウィー ンを包囲された経験か
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らか反対が80%に 達 している。だがオース トリア以外の加盟24ヵ 国は交渉 の枠組 に同意 してい

る。EUは オース トリアを説得 した。 さらに トル コのEU加 盟問題 を探ってみ る。

最初 の申請交渉 は順調に進んだが,悲 願達成には10年 以上かかることがわかった。

こんご具体的 な交渉 は関税,環 境 司法制度,人 権 な どの分野でEU基 準で実施 される ことが

再確 認された。EUに とって難問である。

このことは同時 に トル コの国内改革 とも,連 動 している問題である。 したが って トル コのエル

ドア ン首相 にとって苦痛 を伴 う 「欧州基準」 に合 わせ る構造改革の課題が待 ち受けている。エル

ドア ン首相は,そ の政治基盤 を伝統的で穏健 なイスラム主義 と近代民主主義の両立 をスローガ ン

とした 「公正発展党」 を率いて03年 首相 に就任 した。 この政権 は国会での安定多数 を基盤 に し

て,死 刑制度や拷問廃止な ど刑法改正,基 本的人権擁護の制度化な どEU基 準 を念頭 に諸改革 を

進めてい る。経済成長 も順調 に上 向いてい る。01年 に成 長率 マイナス7.4%で,04年 に9.9%

と上向いた。好調 な経済成長 は,諸 改革の基盤 となった。だが低所得層,失 業者層への政策が遅

れている。高成長 を持続 してい るが,04年 のGNP(国 内総生産)は2,380億 ドルでEU加 盟25

ヵ国の なかで位置づ ける と,10番 目,人 口7,000万 人以上であるが故 に1人 当 りのGDPはEU

平均 の3分 の1以 下 である。前に触れたオース トリアは トルコのEU加 盟後,ト ルコの貧困層 が

なだれ込むので はないか と,最 後 まで加 盟交渉 に抵抗 した。EU執 行部 は,ト ル コ加盟に よって

農業 人口の多い トル コへの補助金増大 を懸念 している。 さらに90年 代 の通貨危機 に直面 した と

き,ト ルコはIMFに212億 ドルの巨額債務 を抱 えた。GDPの10%弱 である。 この債務 を返却

してい くためにも,欧 州市場に依存する しかない。同時 にEUの 銀行や世界銀行か らの融資 を通

じて国内企業や公企業の活性化 をはか り,雇 用 を拡大す るしか道がない といわれる。

改 めて トルコの現代史の歩みをみ ると,西 欧に親近感 をもたれなか った。第1次 大戦後のオス

マ ン帝国崩壊 によって形成 された トル コは,西 欧型の 「近代主義」 を取 り入れ,イ スラム型 の国

家主義 と共存する努力 を重ねて きたが依然 として封建地主,豪 族,部 族,石 油利権者の支配が強

く,人 権,民 主主義,法 の支配の理念か ら遠 い存在の国家であった。

第2次 大戦後,西 欧は,米 国の経済援二助 を最大限に活用 しつつ急速 な経済発展 をしてきた。 と

りわけ1958年 のEEC(Eur・peanEc・n・micC・mmunity欧 州経済共同体)の 結成 は,フ ラ ンス,西 ド

イツ,イ タリア,オ ラ ンダ,ベ ルギー,ル クセ ンブルクの6ヵ 国で行 われ,共 同市場の設立,加

盟国の経済政策の漸次的接近 によって,共 同体全体の調和 的発展,持 続的かつ均衡 的拡大,安 定

強化,加 盟 国の市民 の生活水準 の向上 を目的 とす るものであった。それはローマ条約 によって結

実 された。 トルコは,こ のEECの 発展 に刺激 をうけた。だが 国内で は生活水準 も低 く,貧 困層

が70%を 超 えた。63年,EECへ 加盟 申請を した。だが その条件 は無理で あった。42年 を経過

してか ら交渉の入 りロに達 した。

だが,ト ル コに とって関税,環 境,法 制度,民 主主義,法 の支配の具体 的条件 は不 十分であ

り,こ んこ も国家 の経済,社 会,法 の諸改革を実践 していかなければな らない。 もちろん,ト ル
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コは歴史 と民族の伝統 をもった国家であ り,政 治的には前近代的で世俗的な国家である。 トル コ

の代 表的都市 イス タンブールは,20世 紀始め まで中東や欧州の一部に莫大 な領土 を支配 してい

たオスマ ン朝の都であ り,西 欧の大商 人,実 業家,貿 易商,観 光客が集中 した都市であった。い

まや人口900万 の国際交流都市である。欧州文化 とくにフラ ンス文化 やイタリア文化 を吸収 して

きた。だが他方で前述 した貧 困の集積 の都市であ り,南 東部の農村 か ら都市 に人 口の流入 をもた

らしている。 イス タンブールは,ホ テルや商店,マ ーケ ッ トだけで なく,近 代的 な貿易商の下請

工場 や伝統 的な繊維 工場,陶 器工場 な どが集積 してい る。市 内の世帯 の50%が 年収3000ド ル

(約35万 円)以 下である。

最近 の世論調査・ではEU加 盟 は 「よい」が63%で あ り,か な り高 い。そ れ は,ト ル コのEU

加盟交渉の歴史が支えているか らであ ろう。それ を改めて整理 する と,63年 トル コはEEC(欧

州経済共同体)と 関係強化 し,と くに市場拡大 のための協定締結 をしたが うま くいかなか った。

一方
,67年EECはEC(欧 州共同体)に 発展 した。1973年,ECは6ヵ 国か ら英 国,ア イル ラ

ン ド,デ ンマー クの加盟 を認 めた。87年 トル コが再度ECに 加盟 申請 を した。93年EUが 発足

した。99年 トル コがEU加 盟候補 国になった。2002年EU欧 州委員会 は,ト ル コ との加 盗交渉

に当って,ト ル コをEU加 盟条件 を満 た していない と発表 した。 と くにEUは トル コが依然 とし

て人権,環 境,司 法制度 など欧州基準 を満た していないので加盟は時期尚早である と判断 した。

04年5月,EUは25ヵ 国に拡大 した。 同年12月EU首 脳会議が トル コとの加盟交渉の開始 を決

定 した。05年10月3日,ト ルコはEUへ の加盟交 渉 を開始 した。その見通 しは最短 で10年 か

かる といわれ ている。 ここには加 盟条件の 問題 だけで な く,EU主 要 国の市民 の民族感情が あ

る。

問題 は,EUの 体 質改 革 と トル コの体 質改革 をどうや るか を問わ れてい る(FinancialTimes ,5

0ctober,2005)。 それ はEU市 民が どう参加す るかにある。経済的視点 か らい えば,EUは トル コ

加盟 を受 け入 れるこ とに よって相互交流 の市場 を拡大で きる と同時 に,安 い労働力 の移 入 に よ

り,雇 用機会の幅の縮小 も想定 され る。かつて ドイツは,国 際的にエネルギー転換期(石 炭から

石油へ)に 石炭依存 を維持 し,ト ルコか ら安 い労働力 を受 け入れ,ド イツの重化 学工業 の発展 に

振向けた。現在200万 人以上の トルコ人が市民権 を取 っている。 こうした問題 をふ まえて,こ ん

ごEU内 市場 における商品,資 本,労 働力,サ ー ビスの移動 は活発化す る可能性 があ る。 イス ラ

ム教へ の寛容 な姿勢 を問われるであろ うし,ま たEUの 中東地域 との交 流 も活発化 する条件が

整って くるであろ う。中東の シリア,イ ラク,イ ランのみ ならず コーカサス地方のグルジア,ア

ルメニア等 と国境 を接 することにな り,大 欧州全体 の安全保障 をどのように具体化す るか,同 時

に トルコ加盟で トルコが人権 と法の支配 をどのように具体化す るかの民主国家構築が問われる。

一方EUは こんご宗教
,文 化,生 活様式 の相違 を どの ように吸収 してい くかを問われ る。EU憲

法条約の理念の基本は 「多様性の中の結合」 なのだか ら,こ れ をどの ように具体化す るかは,ト

ルコ加盟 の中味で問われるであろう。
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2007年,加 盟予定 のブ ルガ リア とルーマ ニ アの加 盟 さ らに西バ ル カ ンの5ヵ 国クロアチ

ア,セ ルビア ・モ ンテネグロ,ボ スニア ・ヘルツェゴヴィナ,マ ケ ドニア,ア ルバ ニアの加盟が

見込 まれている。EUは こうした国々との域内市場 の深化 を通 じて経済的利益 を提供 しつつ,同

時 に相手国 に西 欧型民主主義の普及,基 本的人権 の保証,デ モス(民 主の原点)の 市民化,市 民

法の支配,下 か らの市民社会の統治の国内改革 を要請 してい くこ とである。

さ らにEUは,2003年 末 「欧州戦略文書」(ソ ラナ ・ベーパー)を 打 ち出 した。 ここで 「EUの

安全 にとって最善の保 障はグッ ド・ガバナ ンスの国 々で構成 され る世界 であるので,EUと 国境

を接す る国々がグ ッド ・ガバ ナ ンスであることはEUの 利益 である」(庄司克宏論文 「欧州憲法条約

とEU」r世 界』05年2月 号)と 書いてある。 とい うのはEUが 近隣諸国 との安全保障 を結 んでい く

ことは 自らの利益 になる。 グッ ド ・ガバ ナンスの輪 を築 くことは自らの利益 にもなる。対象 国は

アル ジェリア,エ ジプ ト,リ ビア,チ ュニジア,モ ロッコ,イ ス ラエル,ヨ ルダン,レ バ ノン,

シリア,パ レスチナ解放機構,ウ クライナ,ベ ラルーシ,モ ル ドヴァ,ア ルメニア,ア ゼルバ イ

ジャン,グ ルジアなどで,な んと北 アフ リカ,中 東,旧 ソ連地域 に及んでいる。EUの これ ら欧

州地域 の近隣諸 国 との安全保障の対象地域 は戦略上 きわめて重要 である と受け とめているようで

ある(こ の点,む すびでまとめる)。こんごテロとの闘い,大 量破壊兵器の拡散,民 族紛争,自 治能

力喪失国家,組 織犯罪 とい った脅威 の可能性が これ らの国にあ るとい う。EUは 全欧州,そ の周

辺 との平和維持のための安全保障政策構想 を打 ち出 しているのである。いま西欧か ら全欧への相

互統 治の基本理念 は多様性 の結合 にある。このこ とが具体 的に どう打 ち出せ るのか21世 紀EU

の課題であ り,そ れはEU市 民 の課題で もある といえる。欧州政策セ ンタ0の ギ ョーム ・デュラ

ンは,「 トルコの欧州連合(EU)加 盟 を論議す ることは 「どこまでが欧州 なのか』『欧州人 とは何

なのか』」 とい う本質的な問題 を突 きつける。

仮 に トルコがEUに 加 わるな ら,「バルカ ン諸 国は もちろん,ベ ラル0シ やイスラエルが入 り

たい といった時,断 る理由を見つけるのは難 しい。 こうした国を抱 え込んだEUは,も はや現在

のEUと は違 う もの になる」(聞 き手,朝 日新聞特派員岸善樹,同 新聞05.10.5.)こ の発 言は,欧 州人

にこだわる理 由が不 明であ り,EUの 基本理念 は国境 をこえた市民の交流 であ り,商 品,資 本,

労働力,サ ー ビスの 自由化,市 場の 自由化の拡大 であ り,人 権擁i護,民 族 の尊重,民 主主義の理

念の定着化 を市民相互の不 断の努力 によって具現化することではないか。 もちろん福祉 国家の定

着は、忘れてな らない。

皿.EUの 主要政策 史の構造1960年 代から80年 代にかけて

(1)わ たく しにとって初期 のEU研 究とは

内外のEU研 究 は内容 も豊富 で活発で あ り,よ り成果 をあげている。い まや経済,政 治,社

会,法 律,環 境,人 権,宗 教,民 族,民 俗,文 化,歴 史,福 祉,外 交,国 際関係論,軍 事安全保

障な ど多分野にわたる研究がなされている。 とくに最近では1で 展望 したようなEU憲 法条約 を
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め ぐってフランス,オ ランダの否決 は改めて市民次元で大論争 になった。EC発 足 以来,EUを

担 って きた フランス,オ ランダの国民投票 の 「ノ ン」 は,EU加 盟国 ならびにEU市 民 に改め て

EUと 国家,市 民 とは何 かを根底か ら見直す考 え方 を求め られ てい る。 これは一方では,こ ん こ

のEUの 発展 にとって貴重な一石 を投 じた ことと受 け止め られるが,他 方 でアメ リカの統治者 は

EUの 弱体化 を歓 迎 しているとい う。 アメリカのブ ッシュの米軍の世界戦略 の再編 の中で,「 不

安定 の弧」の西端 は ドイツであ る。米 国は,ド イツ駐留米軍 を2万 人削減 し,代 わ りに西欧 の

「受け皿基地」 を ドイツを軸 にバ ルカ ン諸国,ポ ーラン ド,ハ ンガ リー,ブ ルガ リア等々に建設

する とい う計画 をもっている とい う。 この点 か らブ ッシュ政権 は,EUの 弱体化,分 断化 を望 ん

でいる という説が生 まれる。

ともあれ軍事面の研究を別 に してEUはEU憲 法 で蹟 いた として も,従 来のEUの 諸条約 ,諸

協定の もとに経済的,社 会的,政 治的協力の成果 をあげて きた し,こ んこも迷 いに直面 しつつ よ

り強力 に前進す ることであろう。問題 をもとに戻 して,さ らに進め よう。

わた くしの現代 ヨー ロ ッパ 経済 の研 究 の出発 点 は,『 現代 イギ リス 資本主 義論』(日本評論

社,1971年)に あ り,こ れ を踏 まえてさ らに当時の世界経済の 中で,ヨ ーロ ッパ経済 をまとめた

ものが 『現代 ヨーロッパ経済論』(新評論1977年)で ある。その後不 十分 な成果 であったが,内

外 の研 究成果の うえにた って刊行 した のが 『新EC論 一 ヨー ロ ッパ の新構 図一 』(新評論,1993

年)で あ った。 この作 品 はEC問 題 に焦点 を合 わせて欧州経済 の基 本構 図 をま とめた もので あ

る。 この 「新EC論 』は,1968年 と1972年 の2度,あ わせて約8ヵ 月 間,ロ ン ドン大学 経済学

部 を足場 にEC諸 国に滞在 し,現 地のEC関 係の資料 を踏 まえて まとめた ものであ る。 もちろん

不十分 なものであった。だが この作品はわた くしの ヨーロッパ像 を変 えただけでな く,ヨ ーロッ

パの学問研究 に対す る態度 も変 えたと思 う。当時,欧 州 は,戦 後の ヨー ロッパの平和 と安定 をも

た らすために国家 間の相互 の協力 を経済的 に,政 治的 にどの ように図ってい くかが課題 であ っ

た。 とて もではないが,単 純な資本主義批判や国家独 占批判で は,説 得力 もない し,学 問的にも

通用性 をもちえなか った。

わた くしは,『 現代 ヨーロ ッパ経済論』の序章でこう書 いた。 「イギ リスの学友が,ヨ ーロ ッパ

こそわが生命であるといったが,そ れは完全 な統合主義者 の主張であ り,イ ギ リスに しろ,フ ラ

ンスに しろ,西 ドイツに しろ,イ タリアに しろ,不 況 とインフレ,失 業,犯 罪,公 害,現 代社会

の不安 を,わ れわれ と同 じく共通 に感 じてい るのであ る」(同 上,9ペ ージ)。ここで は当時 ヨー

ロッパ先進6ヵ 国は不況 を脱出す るために,経 済共 同体=共 同市場で対抗 してい くとい う共通経

済政策 の知慧 にた よったので ある。従来 の一国家 次元で,当 時の米 ・ソに も生産力 で対抗 して

も,所 詮無理 なのである。国家の枠 を越えて,国 民 の福祉,生 活水準向上 のために労働生産性 を

あげなければな らない。ス トラス ブールの館 には,「 欧州評議会は ヨーロ ッパ精神 の母であ り,

それは国境 をな くし,人 び との英知 に国境 を解放す る」 とい う言葉 を掲 げている。 ヨーロ ッパ は

共 同体 を通 じて相互の繁栄を図 ることを誓 ったのであった。
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こうした共同体形成の背景 を探求 しつつ ヨーロッパ経済の構造 を追及 していったのである。

1950年 代 の前半か ら後 半にかけて,当 時の ヨー ロッパ は,一 方でアメ リカの ドル と核 の 「帝

国」 的政策への協力 と対抗 関係 を もち,他 方でソ連,東 欧 に対抗する生産力の向上 を目指 した問

題意識 をもちつつ共同体づ くりに逼進 したとい って もよい。それがEEC(欧 州経済共同体)の 背景

であった。

当時,経 済共 同体が誕生 したとき,こ れをどの ように認識するかが問われた。当時,一 部 に存

在 した拝欧主義 をどの ように克服す るか にあった。 とりわけヨーロッパの市民社会論 を無媒介に

日本 に紹介 し,口 本の近代化 を解いた り,共 同体 を市民社会の新 しい形態であると考 えることは

反省すべ きである と考えた。当時世界経済の構 造変動の中で ヨーロッパ経済論 を分析すべ きだ と

主張 し,『現代 ヨー ロ ッパ 経済論』第1部 第2章 で展 開 した。 この成果 の うえに立 って,ヨ ー

ロ ッパ共 同体 の構造 自体 の研 究 に進 んだので あった。1960年 代 の世界経 済の構 造変化 のなか

で,ECの 経済発展,と くに関税 同盟,共 通農業政 策,通 貨政策,EC加 盟 国 と非加 盟国 との経

済関係,さ らに途上国 との経済協力の関係 を重層的 に分析 す ることにあった(こ の点,r現 代ヨー

ロッパ経済論』r新EC論 』を批判的に参考にして受けとめてほしい)。ではEUの 原点 に立 ってその政策

を考えてみ る。

(2)1960年 代のECの 主要経済政策の課題

a.ロ ーマ条約 と欧州経済共 同体(EEC)の 経済政策 とは何であったか

第2次 大戦後,ヨ0ロ ッパは世界 における経済的指導権 を失った。それは第2次 世界大戦が,

共通 に母 国を戦場 として ヨーロ ッパ人 同士が傷付 きあった結果,再 び戦争 をしてはな らないこと

を誓い,同 時に強 固な平和 の土台 を築 くという理念 を もって,経 済統合 問題を真剣に考 えるよう

になった。第2次 大戦後,欧 州統合運動 について公式 に表 明 したのは,皮 肉に も,英 国の元首相

W.チ ャーチルであった。彼 は,戦 後 の ヨー ロッパ の回復 は,ア メリカ,ソ 連 に よってでは な

く,ヨ ー ロッパ諸 国の連帯 によって実現 したい と考 えていた。彼 は,1945年,第2次 大戦で英

国を勝利 に導いたが,総 選挙に敗れて首相を辞任 した。その翌年9月,ス イスのチューリッヒ大

学 で こう述べ た。「ヨーロ ッパ人が共 通の幸福 を もち,限 りない名誉 を感 じるため には,ヨ ー

ロッパ各 国が平和,安 全,自 由に住 み うる社会 に生 まれかわ り,お 互いの結合を強めることが必

要 である。 ヨーロ ッパは,ア メ リカの ような国家を作 り,発 展 させ な くてはな らない。 この使命

を達成するためには,ま ず,ド イツとフランスが仲 良 くすることだ。それな くして西 ヨ0ロ ッパ

の復活は実現 しない。」 と西欧共同体の構想 を展 開 した。 さ らに48年5月,ヨ ーロ ッパ各国代表

が集 まって ヨーロ ッパ統合 を論議 したハー グ会議 で も,「 ヨーロ ッパ の どの国の人 も自国民であ

ると同時に ヨー ロッパ連合国人であ り,ヨ ーロ ッパの どこに行 って も心か らアッ ト ・ホームに感

じられ るような,ひ とつの ヨーロ ッパ を,そ れぞれが作 るな らば,人 類 の尊敬 と感謝 を受 けるで

あろ う。 さらにこの ヨー ロッパ連合 国は どんな国に も指 ひとつ ささせ ない強力 な国家(共 同体)
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で なけ れば な らない」(D.Spainier,Europe,OurEurope1972chap.1.)Q

このチ ャー チ ルの提 唱 の 中で の ア メ リカモ デ ル はい た だ けな いが フ ラ ンス,オ ラ ンダ ,イ ギ リ

ス に対 して か な りの イ ンパ ク トを与 え,と りわ け フ ラ ンス のペ ール ・シ ューマ ン外 相 ,ベ ル ギー

の ア ン リー ・ス パ ー ク外 相 を動 か した。 後 者 の スパ ー ク は い う。 「2億5千 万 人 の 人 口 を有 す る

ヨー ロ ッパ は どん な国 に も劣等 感 を もつ 必 要 は ない。 自 ら を救 お う と,仲 良 く団結 しよ う とす る

2億5千 万 の ヨー ロ ッパ人 を見 下 す よ うな国 は ない で は な いか」 と。 こ こに は,ヨ ー ロ ッパ 諸 国

の対 米,対 ソへ の対抗 意 識 と連 帯感 の重 要性 の指 摘 が あ る。

統合 ヨー ロ ッパ の 具体 的 出発 点 は1949年 に誕 生 した 「欧 州 評 議 会」 の機構 の 形 成 にあ っ た。

ア ンソ ニー ・サ ンプ ソ ンは,統 合 ヨー ロ ッパ の父 とい われ る フラ ンス の外 交官 の ジ ャ ン ・モ ネ,

「華 麗 な国家 主義 者 」 ドゴー ル,「 西 ドイ ツの暴 れ馬」 フ ラ ンス=ヨ ーゼ フ ・シ ュ トラウス の3人

をあ げた。 モ ネは大 戦 中 ロ ン ドンに滞 在 し,英 仏 米 の連 繋 を はか り,戦 後 「独創 的」 な英 仏 連 合

案 を提 唱 し,モ ネ ・プ ラ ンをつ く り,戦 後 フ ラ ンス の復興 計 画 の モ デル にな った。 シ ューマ ンは

欧州石 炭 鉄 鋼 共 同体構 想 を提 唱 し,仏 ・西独 の 調整 に努力 した とい う(ASamps・n ,ibid.,p.11)。

こ う して フ ラ ンス,ベ ル ギ ー な どの 外 交官 な どに よる経 済統 合 思想 は ロー マ条 約 に具 体化 され

たの で は なか っ たか。EUの 思 想 の原 点 が と きど き問題 に され るが,戦 争 後 の6ヵ 国(フ ランス,

イタリア,西 ドィッ,オ ランダ,ベ ルギー,ル クセ ンブルク)の 各 首 脳 の協 力 関係 の 原点 を忘 れ て は な

らない で あ ろ う。2005年10月28日,ロ ン ドン近 郊 の宮 殿 ハ ン プ トンコ ー トで もた れ たEU非

公式 首脳 会 議 で も 「グ ローバ リゼー シ ョンへ の 対 応」 を主 要 議 題 に して い る。EU憲 法 につ い て

は こん この 課 題 に し て い る が,従 来 のEUの 基 本 理 念 を 暗 黙 の 中 で 諒 承 され て い る(Financial

Times,270ctober,2005)。 ここでEUの 原点 としての ローマ 条約 の構 造 を検討 す る。

ロ ー マ 条 約 は,1957年3月25日,ス パ ー ク ・レポ ー トに 基 づ い て ヨ ー ロ ッパ 経 済 共 同 体

(Eur・peanEconomicC・mmunities=EEC)と ヨ ー ロ ッパ 原 了 力 共 同 体(Euratom)を つ くる た め に,

ロ ーマ の キ ャ ピ トリー ネ宮 で調 印 され てで きた もので あ る。 前述 の6ヵ 国が 調 印 した 。構 成 国 の

経 済格 差 の解 消,非 不 均 等 発展 の 条件 を尊重 した うえで 条約 本文248条 その他 の議 定書 な どか ら

な る・(こ の点,詳 しくは,清 水嘉治 「現代 ヨーロッパ経済論』新評論,1977年,84～85ペ ージ陛 み られた

い)。

この条 約 の論 点 を改 め て整 理 してお く。 第1点 は現代 資 本 主義 的 自由市 場 の発展 と共 同体 的協

力性 を併 せ もっ てい る こ と,第2は,加 盟 国の経 済力 の相 対 的均 質性 を もって い る こ と。 自由市

場 の拡 大 に よる労働 生 産性 の向上 と福 祉 政 策 の 向上 を共 有化 させ て い る こ と。 第3は 共 同体 の理

念 の政 治経 済 同盟 で あ った こ とな どで あ る。 そ の後 の発 展 をみ る と,関 税 同盟 の完成,自 由貿 易

市場 の拡大 と経 済通 貨 同盟 へ の発 展 を具 体 化 してい る。 そ の先 見性 を評価 した い。

この条約 の 性格 は第2条 に集 約 され て い る。 「共 同 体 の使 命 は,共 同 市場 の設 立 及 び加 盟 国 の

経 済 政 策 の漸 次 的接 近 に よ り,共 同体 全 体 の経 済 活 動 の 調和 した発 展,持 続 的 かつ 均 衡 的 な 拡

大,安 定強 化,生 活水 準 の一層 す み や か な向上 及 び加 盟 国 内 の関係 の緊密 化 を促 進 す る こ とで あ
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る。」本来共 同体 とは自由,自 主,平 等,連 帯の理念の もとに経営,労 働,福 祉 な どを共有す る

組織体の こ とで はないか。 ローマ条約 第3条 では,前 条 に掲 げる 目的 のため,共 同体 は,次 の

11項 目のことを具体化 してい くとい う。それ を要約 してかかげる。

(1)加 盟 国間の貨物の輸 出入に関す る関税 及び数量制 限,同 等 の効果 をもつ他 のすべての措

置の撤廃
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)
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)

)

)

)

)
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(
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第3国 に対する共通関税 と共通通商政策の設定

加盟国間の人,サ ービスおよび資本の自由移動に関する障害の除去

農業分野の共通政策の樹立

運輸分野の共通政策の樹立

共同市場内に競争が歪曲されないことを確保する制度の確立

加盟国の経済政策を調整し,国 際収支の不均衡を是正するための手段の実施

共同市場の運営に必要な限度内での各国法制の接近

労働者の雇用の機会を増大しかつその生活水準の向上に貢献するための欧州社会基金の

創設

(10)新 たな財源の創 設によ り共同体 の経済拡大 を容易にするための欧州投 資銀行の設立

(11)貿 易 を拡大 し,か つ経済的社会 的発展 のための努力 を共同に推進す ることを目的 とす る

海外の国お よび領域 との連合

以上,EECの 使命 を実現するための 目的が示 され,そ の後紆余 曲折 を経て この11項 目は果 さ

れて きた。

関税撤廃,第3国 への共通 関税,商 品は もちろん,資 本,労 働力,サ ー ビスの 自由化,共 通農

業政策,共 通運輸政策,雇 用,生 活水準向上のための政策,欧 州投 資銀行設立 によって共 同体 の

企業の活力の増大,途 上国へ の援助 と協力 な どをたえず諸矛盾 を抱えなが ら実施 して きたのであ

る。

当時EECの 統合 の性格 についての論 議をみる。例えばベ ラ ・バ ラ ッサの段 階論 的統合の見解

である。

(1)自 由交易 圏,こ こでは加盟各 国間の関税お よび数量制限は廃止 される。 しか し非同盟国に

対 しては各 国がおのおのの関税表に もとついて課税す る。(2)関 税同盟,同 盟内の商品流通 に関

する一切 の区別表の統 一によって特徴づ けられる。(3)共 同市場,制 限の廃止が交易面のみに止

らず,生 産諸要素の移動 についても実施 される統合のよ り進 んだ段階である。(4)経 済同盟,こ

の段階 は生産物 および生産諸要素の移動 に関す る制限の廃止 と,政 策の差異に よる区別 を解消す

るための各国の経済政策の調整 とが組合 わされる。(5)完 全 な経済統合,こ の段 階は,金 融,財

政,社 会お よび景気循環対策 という諸政策の統一 を前提 とし,ま た,そ の決定が加盟各 国を拘束

す るような超国家権力機構 を要求す る(B.Balassa,The・ryofEcon・micIntegration,1961.)。 この統合論

は,低 次の経済統合 か ら高次の経済統合へ,さ らに権力機構 の部分 的統合 を志向する。 もちろん
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EECの 理念 にはS意 志決定の統 一を国家権力 全体 の統合 と考 えてい ない。一方統合 の 自由主義

的考え方 は,経 済的統合 を自由交易の形態の ひとつであると受け止めている。 自由市場 と共 同体

との対立 ・矛盾 をどう調整す るかの論理が ない。A.マ ー シャルは,経 済統合 と交易お よび支払

いの 自由化 を同一視す る。 さらに彼は,交 易の自由化,共 同体 における自由 と競争 の二重性 を指

適する。「不均等発展 をとげている諸地域間,あ るい は諸国間における交易の 自由が,一 方 にお

ける貧困化 の,他 方 における富裕化 の二重の累積過程 によって不均衡の強化 をひ き起す という事

実,を みなければな らない。」(A.Marchal,L'EuropeSalidaire,1964.)と い う。

真の統合 は,ま た諸政府の経済,貨 幣,社 会な どの諸政策 を調整するための意識的な努力,最

終的 には,意 思決定の統一実現 を可能 にす るような国際的あるいは超 国家的権力の樹立のための

意識的な努力 を想定 している。統合 は段 階的 なものである。 もちろん こうした統合の問題認識が

EECを 形成 しているかは疑問であ る。だが統合論 の理念 には市民社会 論が欠如 してい るので は

ないだろうか。現代市民社会 における経済原則 としての公平,効 率,参 加 の理念は,あ ま り重要

視 されていない。統合 された共同体 とい うのは,本 来構成員の公平 な所得 の享受,所 得の保障,

生活水準 の量 的 ・質的向上,参 加 による連帯性 が発揮 されなければな らない。EEC結 成 の論理

を究明するにあたって,当 時,わ た くしはこう指摘 した。

「現代 におけるr自 由,平 等,連 帯 を基調 とした政策が現実に どの ようにEECに おいて展 開 さ

れているかが問われなければな らない。A.マ ーシャルの問題 の提起 と整理 は,古 典的 自由貿易

主義 による連帯,統 合の構 造主義 的展 開に終っている。問題 は,EEC結 成が,加 盟国の市民 の

下か らの連帯によって,ど の ように,反 独 占にもとず く自立 と連帯 によって統合 されているかが

問われなければな らない」(清水嘉治,前 掲書,90～91ペ ージ)

この点,今 日,48年 近 くた って,フ ラ ンス にお い てEU憲 法 条 約が 「ノ ン」 に あっ た理 由

は,下 か らの市民のニーズ を吸収 しなかったか らだ とい う。 この点,出 発点に戻 った反省 も重要

ではないか。

当時のEECの 経済共同体 の性格 は,6ヵ 国が,相 互 にいかに労働 生産性 を高 め,市 民の生活

水準 を向上 させ るか という点にあった。 この点,当 時の低 い生産力水準か ら脱皮す る6ヵ 国の連

帯感 をみる(CEC,Memolundum,1962.)べ きではないか。

b.共 通農業政策の難問

2005年10月25日,世 界貿易機i関(WTO)の 多 角的貿易交渉(ド ーハ ・ラゥンド)に おいて,ア

メリカ通商代表部(USTR)の ポー トマ ン代表が,農 産品の関税削減幅 を拡 大するEUの 新 しい譲

歩案 に対 して批判 した。EUの 新 しい提案 は,従 来平 均25%と 試 算 されて いた関税削 減率 を

46%に 拡大す る とい うものであ り,途 上国側 に鉱工業 品 な どで の進展 が条件 だ と注文 をつ け

た。ア メ リカ側 は引 き下 げ幅が小 さい と批 判 した(FinancialTimes,290ct・ber,2005)。 この よ う

に,今 日で もEUの 農業 政策 に対 して注文がつ け られている。2005年11月17日 のAPEC(ア ジ

ア太平洋経済協力会議)で も先進国の農業の輸F出補助金 を2010年 までに撤廃 す るこ とで合 意 して



82商 経 論 叢 第41巻 第2号(2006.3)

い る。 この 点WTOに お け るEUへ の 協 力 の狙 い もあ る。EUの 原 点 に戻 っ て農 業 政 策 を改 めて

検 討す る こ とも,こ の 限 りで 意 味が あ る。

1969年12月1日,2日 の両 日,オ ラ ン ダのハ ー グで 開 か れ たEECの 首脳 会 議 は,EECl2年

を総 括 す る きわ め て意 義 の あ る 内容 だ っ た。 そ の 主 軸 は,共 通 農 業 政 策,財 政 ・金 融,通 貨 政

策,イ ギ リス な どの加 盟 問題 で あ った 。

まず 農業 政 策 の 問題 をみ る と,こ の 時 点 で,そ して い ま も農 業 は 重 要 な産 業 で あ る。1958年

の農 業 従事 者 は,1,750万 人 で あ った が,毎 年5%ず つ 減 少 し,1973年 には,直 接 農業 従 事 者

は900万 人 に な り,共 同体 の 全 雇用 者 数 の9.4%に あ た る。 ち な み に,1972年 の統 計 で は 西 ド

イ ツが7.5%,フ ラ ンスが12.6%,イ タ リアが17.5%,ル ク セ ンブ ル クが9.7%,ア イル ラ ン ド

が24.1%,イ ギ リス3.3%,デ ンマ ー ク9.7%,ベ ル ギ ー4.1%で あ る(C.EC.,TheCommonAg-

riculturalPolicy,1974,p.3)

当時,農 民 人 口が年 平 均50万 人 も減少 した こ とは,EECの 工 業 人 口 の増 加 を意 味 した。 第2

次 大戦 直後 の フ ラ ンス,イ タ リア,旧 東 ドイッ は,約50%が 農 業 で あ った が70年 代後 半,20%

程 度 に減 少 した。 当 時EC農 家 は,「 ドイ ツ工 業 とフ ラ ンス農 業 の 取 引 で あ る」 と もい わ れ た。

オ ラ ンダの元EC委 員会 副委 員 長 で あ るS.マ ンス ホル トは,一 方 で 零細 農家 と中小 農 家 をい か

に育 成 し,他 方 で 中 ・富 農 の生活 を安 定 させ る こ とを考 えた。 と くに 中農層 の生活 水 準 の 向上 を

通 じて農 業活 性 化 を考 えた。

彼 の 提 案 をみ る と,「(1)小 麦,大 麦,ラ イ 麦,ト ウモ ロ コ シに つ い て は,1966年7月(そ の

後1年 延期)か らEECの 単 一価 格 を決 め,同 時 に域 内課 徴 金 は全 廃 す る。 また域 外 課 徴 金 はそ の

率 を統 …す る。(2)国 内価 格 の下 落 に よ って打 撃 を うけ る農家 に対 して は補 助 金 を与 え る(EC.,

TheAgriculturalPolicyoftheEuropeanCommunity,1976.p.15.)。 」彼 は,硬 軟 お りまぜ た農 業 政 策 を効 率

的 に展 開 した の であ る。

EC委 員会 の資料 に よる と,共 通 農 業 政 策 の 目標 は,こ うで あ る。(1)域 内 の 農民 の収 入 を工

業 労働 者 と同水 準 にす る。(2)農 業 市 場 の安 定化 を はか る。(3)農 業 生 産 の 向上 をはか る。(4)

適 正 な消 費 者価 格 を保 証 す る。 したが ってEC加 盟 国優 先 の 政 策 を選択 して い る。共 同体 利益 優

先 の統 一価格,共 同体 農 業保 護 の た めの 輸入 課徴 金 政 策,農 業 指 導保 証 基 金 の創 設 な どで あ る。

これ に対 して,厳 し く批判 した の は,ア メ リカで あ る。ECは,そ れ 自身 の消 費者 を犠牲 に し

て農 業 政策 を発 足 させ た 。 きわめ て 高 い 支持 価 格 を軸 とす る この制 度 は,「 他 の 非加 盟 国が余 剰

農 産 物 の供 給者 であ る役 割 を もつ こ とを制 限す る 目的 でつ くられた」 したが っ て 自由貿 易 の原則

に反 す る と。一 方ECの 立場 を擁i護iするR.ブ ロー ドとR.ジ ャ レ ッ トは こ うい う。 「ECの 農業

を健 全 な経 済 ・社 会 の基 盤 のLに す え,農 民 に は十 分 な収 入,消 費 者 に は合理 的 な価 格,域 外 の

高率 的 な農 業 には輸 入 市 場 の 開放,国 際 農 産 物 市場 に対 して は相 場 を下 げ る余 剰 品 を放 出 しな

い,納 税 者 には負 担 をか け ない,な どを保 証 す る もの で なけ れ ば な らな い」(RBroad&R.J.Gar-

rett,CommunityEuropeToday,1972。)。 だか ら とい ってECの 農 業 政 策 は順 風 満 帆 で は な か っ た。 ア
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メ リカ,域 外欧州か らの批判 は当然であったが,経 済共同体内部で も,西 ドイツとフラ ンスの農

産物価格 をめ ぐる対立があったことは当然であった。だが両国の相互の市場利益配分 とい う点で

協力関係 をもっている。

全体 として70年 代後半の共通農業政策の課題は,第1に 農業保護政策 をどの ように定着 させ

るかにあった。経済共同体方式は農業経営者の市場価格 を2つ の方式で維持 して きた。 第1は,

共同体 と域外の境界での可変的課税 方針 によって輸入食料品価格 と域内価格の統 ・を目指 した こ

と,第2は 域内の過剰生産 によって価格の下落 による損失分 を買 いあげ,そ れを域外 の市場 に さ

ばいて調整 を図ってきた。だが,現 実的には域内共通価格 の水{が,国 際価格 を上回る水準 で決

め られたので,域 外 の諸国か ら批判 をうけた。同時 に域 内の市民か らも当然批判がでた。共通価

格が国際価格 を上回れば,EC国 民の税負担が大 き くなる。市民 は税率 ア ップに反対 した。当然

である。一方農民は共通価格 によって実質所得が向 上す る。 こうして市民 と農民 との矛盾 をどの

ように調整す るかが共通農業政策の課題 であ り,今 日で も,こ の課題 は不変 であろ う。

次 に,こ こで70年 代の国際通貨危機 の もとで,共 通農業政策は どの ような対応 を したかが問

われた。EC各 国が為替相場の変動 に直面する と,農 産物 の共通価格の維持 が厳 しくなる。当時

西 ドイツマ ルクが切 り上が った とき,農 産物価格 はEC通 貨単位UC(UnitedofAccount,1UCは 金

0.88867グ ラム,約1UC=1.2ド ル)で 規制 されるか ら,西 ドイツの農民 は,農 産物価格 が実質的 に

低下する と収入 も減る。 ところが逆 に弱いフランが切 り下 げられれば,フ ランスの農産物価格 は

上が るので,農 民の収入 は増加す る。通貨危機 は共通農業政策の妨げ となった。だが,ECの 共

通農業政策 は,難 問を克服 した ように見 えたが,今 日EUの 農業補助 金の予算 は大 きい。 こん

ご,EU農 業 を全体 として どのように安定化 させ るかが課題である。EU全 体の市民,農 民 の た

めの総合政策 を加盟 国のニーズ に対応 して どの ように具体化 するか にあ る。05年 のEUの 農業

政策 も原則 的に同 じ課題ではなかろ うか。

c共 通通貨政策の課題

今 日,ユ ーロは,ド ル と並 んで,着 実 に定着 しつつある。ユー ロの成立 には,何 ん と20年 以

上 も経過 している。この間,EUは,度 々世界経済の危機,通 貨危機 に直面す るたびに先進国 間

の協力的対応 と世界経済的対応 を示 して きた。 こん な中で,EUの 通貨政策 は,先 進 国のみ なら

ず途上国か らも評価 された。今 日 ドルに対抗 するユーロの機能が安定する ようになったのは,そ

の出発点で,ECの 通貨 同盟の理念が明確 であったか らだ と考える。

1969年12月,ハ ーグのEC首 脳会議はEC通 貨 同盟 を重視 した。70年 代 の最難 関のテーマで

もあった。 それは,70年10月 の 「ウェルナー レポー ト」 に示 された。その中味 をみる と,こ う

である。(1)加 盟 国通貨は,為 替相場 の変動 な しに同一の為替相場で無制限に相互交換 を保証 さ

れる。あるいは加盟国通貨が単一の共同体通貨 にとってかわることが望 ましい。(2)共 同体全域

を通ず る流動性 の創出お よび通貨 ・信用政策を集権化す る。(3)域 外にたいする通貨政策 は共同

体の権限に属する。(4)資 本市場 にかんする加盟 国の政策は統 一される。 ……以下省略す るが,
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通貨同盟の 目的は,加 盟国の貿易,為 替取引,信 用取引,通 貨価値 の安定を目指す ものである。

それだけでな く,財 政政策の安定,物 価政策の安定化 と連動す る。この時点でECが 共通通貨政

策 を提案 したのは,ド ルに対 してECの 通貨 を作 り,安 定化 を志向 したか らであ る。当時,わ た

くしは,こ うまとめた。 「域 内変動幅の維持 のためにEC通 貨で介入 を意図 したのは,ド ルの基

軸通貨 としての性格 を失 ったことに よる共通 自衛手段 であ るとい うべ きであろう。金=ド ル体制

の崩壊 にたいす るECの 共通 政策 の対抗 策 であ る」(r現 代 ヨーロッパ経済論』新評論,1977年,P.

120)o

当時ECの 通貨同盟の問題は,域 内の経済統合 を安定化す るために欧州各国の通貨の安定 と連

動 させる ことにあった。1960年 代 後半におけるユー ロダラーを どのように コン トロールす るか

にあ った。 国際通貨改革20力 国会議(経 企庁,r世 界経済白書』1971年)で も指摘 した ように,そ

の問題点 を整理する と,① 国際収支不均衡 を直すや り方 と為替 レー トとの関係を調整す る制度を

どう作 るか,② ドルに代 るSDRの あ り方,弱 体化 した ドルの 「交換制」 をどう回復 し,過 剰 ド

ル残高を どう処理するか,③ 投機資金やユー ロダラー市場規制 など資本移動対策を どうするか,

④発展途上国 と国際通貨制度の問題 をどう位置づけ るか,⑤IMF(国 際通貨基金)の 機構 改革の

なかでEC側 の主張 を どの ように主体 的に吸収 させ るか とい う問題 であった。結 局72年7月 の

拡大蔵相会議で,変 動性 を避け,固 定相場制 を原則 として調整 可能な方針 として選択 した。

この ことはEC内 で,通 貨面 での統合先行を主張 した フランス,ベ ルギーのマネタ リス トと経

済政策 を重視する西 ドイッ,オ ランダ,イ タリアな どエコノ ミス トの間での対立がみ られた。最

終的には,マ ネ タリス トの主張 が受 け入 れ られ,90年 代 のEU通 貨統合の理論 的基礎 を作 った

といって よいであろう。 この点は皿の(2)で 考察する。

(3)1980年 代の拡大ECの 問題 を考 える

a市 場 圏拡大の構 図の流 れ

EUの 経済発展 の方 向性 をみる と,2000年 か ら05年 にかけての対外拡張の基本課題 を中欧

東欧,北 欧の加 盟問題においた ことである。それは西欧か ら全 欧への発展 として受け止め られて

い る。従来のEC・EUの 経済 発展 は,中 成長率の原構成 国であ る先進国主体 の欧州 同盟か ら低

成長の中進国の欧州諸国を吸収す ることに表現 された。それは1980年 代初頭 と80年 代後半に加

盟 したヨーロ ッパ後進国 といわれたギ リシャお よびスペイ ンとポル トガルの事情 と加盟の意味を

問 うこ とにある。従来ECは 同 じ規模 の労働生産性 を同じ水準の国の共同体 によるメ リッ トを利

用 した。 ところが80年 代 の統合 は,先 進 国 と中進国 との統合であ り,相 互 に経 済的効果 をどの

ように生みだすかを課題 に した。だか らその課題 をどう解 くかは今 日のEU拡 大の問題 に連動す

る。

ローマ条約第237条 の規定 をみ ると次の ように書いてある。「ヨー ロッパのすべての国はe共

同体の構成国 となることを要求で きる。その要求 は理事会宛 に行 い,理 事会 は委員会 の意見 を聴
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した後,全 会一致の決定 を行 う。加入 の条件及 び加入 に伴 うこの条約の修正 は,構 成国 と申請国

との間の協定の対象 とす る。 この協定 は,す べ ての締結 国 によ り,そ れぞれの憲法上の規則 に

従 って批准 され る」 と。 この規定 では,加 盟 国の憲法 を前提 に している点 は注 目して よい。EC

側 は,こ の 規定 が大 きな役 割 を果 してい る と評価 した。 したが って58年 の6ヵ 国 の共 同体

は,73年 に イギ リス,デ ンマー ク,ア イル ラ ン ドの3ヵ 国が加盟 して9ヵ 国 にな り,81年 に
テン

は,南 欧 に 及 ん で ギ リシ ャ を加 え,ECIOと な り,86年 に は,イ ベ リア半 島 に も波 及 して スペ
トウェルブ

イ ン,ポ ル トガルの加盟 とな り,EC12,と な り,95年 にはス カ ンジナ ビア とアルプスの国 々へ

と拡大 し,ス ウェーデ ン,フ ィンラ ン ド,オ ース トリアが加盟 し,文 字通 り15力 国 となった。

国境 を越 えた商品,資 本,労 働力,サ ービス,情 報技術 の移出入は活発化 し,域 内のグローバ ル

化のみな らず域外 のグローバ ル化 も急速 に進 んだ。この15ヵ 国のEU拡 大は,西 欧周辺諸 国に

対 して経済的刺激のみな らず安全保 障上の有利性 など加盟への魅力 を与 えた。すで に本論文の当

初で も触 れ たが トル コの新規加 盟 を申請 したのは87年4月 であ った。その後 国内の加盟 の条

件,EUの 加盟条件 の未整備 な どで遅れていることは前述 した通 りである。 キプロス とマル タが

1990年7月,94年3月 末 日にハ ンガ リー,4月5日 にポーラ ンドが 申請 し,2000年12月 時点で

申請国は13ヵ 国であった。

こ うした申請 の中で,89年,90年 の冷戦 の終結,ソ 連 ・東 欧 の社 会主義体 制 の崩壊 は ヨ0

ロ ッパ の拡 大の中味の変革を迫 った。つま り,中 ・東欧諸国のバル ト3国 などがEU加 盟 に積極

的になった。

一方EUは
,こ うした 申請の動 きに対 して加盟 に必 要 な政治 的,経 済的諸基準 を,1993年6

月,コ ペ ンハーゲ ン首脳会議で決めているのである。その基準は,① 制度 に裏付 けられた民主主

義(議 会制民主主義,複 数政党制など)が 具備 していること,② 法 の支配が確 立 していること。わた

くしな りにい えば社会 的生活維持のための支配的な国家規範が整っているか どうかである。紋切

り型 に,法 学者 は 「法 の支配」 とい うが,た えずわか りやすい表現が大切 だ。③基本的人権の尊

重がで きてい るか。④少数民族が保護 されているか どうかであ る。⑤市場経済が機 能 し,EU域

内の競争圧力,市 場の力 に対処で きること,市 場経済の進捗度が進 んでいるか どうかである。⑥

政治的 ・経済的に,ユ ーロ参加 に適合す るEU加 盟 国としての義務 を受け入れる能力がある こと

などが設定 され た。法の支配 については,加 盟 に当って必要 な行政 上の体制 を整備す る こと,

EU加 盟国が積 み重ねて きた法体系の総体 であるアキ ・コミュノテー ル(AcquisC・mmunautaires)

を受 け入 れることを要請す る ことに した。アキ ・コ ミュノテール は,具 体 的に は,加 盟 申請国

が,各 種条約,発 効 した法律,司 法裁判所の判断 などの総体 の審査 を受けることである。欧州委

員会は加盟 申請国に対 して31の 分野 にわたって審査 ・検討 を行 ったのであ る。

2000年12月,仏 ニース の首脳会議 で,58年 の ローマ条約,93年 のマース トリヒ ト条約,97

年のアムステルダム条約な どの点検,修 正,改 訂 を行 った。 これがニース条約である。改訂 した

点 は,① 多数決で決め る議題の範 囲を拡大する。② 閣僚理事会 での現行の持 ち票 を改訂 し,加 盟
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候補 国の持 ち票 も決 め た。 た だ し賛 成 国 の 人 口 の合 計 が62%に 達 しな い場 合 は決 定 で きな い。

③ 従来 欧 州委 員会 の構 成 割 合 は5大 国2人,そ の他 の 国1人 の計20人 で あ っ た。05年 か らは各

国1人 に し加 盟 国が27ヵ 国 に な った とき,上 限 を26人 にす る。④ 先行 統 合 に必 要 な参加 国数 を

現 行 の 過半 数 か ら8ヵ 国 に 固定 す る。 ⑤ この 条約 の見 直 し交 渉 を04年 か ら始 め る とい う,5点

で あ る。EUの 拡大 方 針 がEU委 員 会 の意 思 決 定方 式 を含 め て 決 定 され た ので あ る。EUは01年

2月,フ ラ ンス の ニ ー ス のEU首 脳 会 議 で10ヵ 国 の加 盟 を予 め承 諾 した。04年5月1日,従 来

の15ヵ 国 に対 して新 し く,旧 東 欧諸 国 の ポ ー ラ ン ド,ハ ンガ リー,チ ェ コ,ス ロバ キア,ス ロ

ベ ニ アの諸 国,バ ル ト3国 の エ ス トニ ア,ラ トビ ア,リ トア ニ ア の諸 国 と地 中 海 にあ るキ プ ロ

ス,マ ル タの2ヵ 国が加 わ り,全 部 で10ヵ 国が04年5月1日 に加 盟 した。 ヨー ロ ッパ に人 口4

億8,500万 人,GDP総 数9兆6,000億 ユ ー ロ(1ユ ーロ=140円,05。11.5現 在)の 巨 大 連合 組 織 が

誕 生 した。 ア メ リカ に とっ て も,中 国,イ ン ド,日 本,ロ シア に とって も経 済力 の点 で脅威 で あ

ろ う。 ち なみ に人 口で アメ リカの1.6倍,日 本 の3.7倍,中 国の3分 の1に 匹敵 す る。

あ えてEU25ヵ 国 の全 体 像 を示 した の は,21世 紀 の世 界 経 済 の構 造 変 動 の 中で,EUを どの

よ うに位 置 づ け るか が こ ん この重 要 課 題 で あ るか らだ。 こん ご10年 間 で,従 来 の 西 欧 か ら中

欧,東 欧 を含 んだ全 欧 の世 界 政 治 経 済 が展 開 され る。 い ま問 題 な の は,ヨ ー ロ ッパ の 中 の 先 進

国,中 進 国,そ してバ ル ト3国,旧 東 欧 の経済 発展 途 上国 の 問の市 場 経 済 の進展,つ ま り地 域 グ

ローバ ルの深 化 の 中 で,経 済 格差,所 得 格 差 の諸 問題 を どの よ うに克服 してい くか が大 問題 なの

だ。 この点 は終 章 で も触 れ るつ も りだ が,EUの 発 展 史,と りわけ1980年 代 の拡大ECの 問題,

と りわ けスペ イ ン,ポ ル トガル の加 盟 の意 味 を改 め て考 察す る こ とは政 策選 択 の価 値 を もって い

る。 それ は こ ん ごEU拡 大25ヵ 国の 経済 発展 の量 と質 を分析 す る うえで,重 要 で あ ろ う。

b.1980年 代 ス ペ イ ン,ポ ル トガ ル加 盟 の 意味 を再考 す る

ECは,81年1月 か らNATO(北 大西洋条約機i構)に 復 帰 した ば か りの南 ヨー ロ ッパ の 中進 国 ギ

リシ ャの 加 盟 を承 認 し,ギ リ シ ャ の域 内 へ の貿 易 拡 大 を期 待 した 。 ギ リ シ ャ は,92年 人 ロ約

1,000万 人,GNP751億600万 ドル,1人 当 りGNP7,180ド ル で,2003年 に は そ れ ぞ れ 人 ロ

1,100万 人,GNP1,730億 ドル,1人 当 た り,16,203ド ルで か な り増 加 した。 ギ リシ ャ は中進 国

の優 等 生 とい わ れた。 同時 に所 得格 差 は拡 大 して い る。

86年1月 か らス ペ イ ン,ポ ル トガル が加 盟 した。 当 時ECが12ヵ 国 に な り,そ の人 口 は約3

億2,000万 人,面 積 で226万 平 方 キ ロメ ー トルで あ る。 日本 と比べ て,人 口比 で2.7倍,面 積 で

6倍 に当 り,さ らに当 時 の ア メ リカ の人 口約2億3,400万 人,面 積,938万 平 方 キ ロ メー トル に

比 べ て,面 積 は4分 の1で あ る が,人 ロ は1.4倍 で あ る。86年 時 点 でECl2ヵ 国 は,総 生 産 で

約3兆 ドル,日 本 の2倍 強,ア メ リカ と肩 を並 べ た ので あ る。 問題 は労働 生 産性 にあ る。

ECが スペ イ ン,ポ ル トガルの 加盟 に よ って,ア メ リカ,日 本 と比 肩 し うる一 大 市場 圏 を形 成

した こ と を重 視 したい 。 もち ろ ん世 界経 済 にお け る アメ リ カの 地 位 は依 然 と して大 きい。 た だ

ECが ア メ リカ,日 本 と大 き く違 う と ころ は,貿 易 依 存 度 の 高 さで あ る。EC12ヵ 国 の輪 出 額 の
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対GDP(国 内総生産)比 率 が約25%を 占め る の に対 して,日 本 の そ れ は13%,ア メ リ カ は8%

にす ぎない 。ECの 域 内貿 易比 重 が 高 く,約50%を 占 め るか らで あ る。ECは,域 内水 平 分 業 に

よ って貿易 効 果 をあ げて い るか が わか る。ECが 世 界 市場 に お い て も貿易 効 果 の拡 大 を意 図 して

い るか も明 らか で あ る。

EC加 盟 国 の うち1984年 の統 計 に よる と,1人 当 りのGNPを 高 い順 に示 す と(OECD,Economic

Survey,lg86),デ ンマ ー ク(11,400ド ル),西 ドイ ツ(iO,243ド ル),ル ク セ ンブ ル ク(g,745ド ル),

フ ラ ンス(8,251ド ル),オ ラ ン ダ(8.628ド ル),ベ ル ギ ー(8,022ド ル),イ ギ リス(7,g43ド ル),イ

タ リア(6,278ド ル)の8ヵ 国 は文字 通 り先 進 国並 み で あ る。 当時 欧 州 の経 済発 展 途 上 国 は アイ ル

ラ ン ド(5,123ド ル),ス ペ イ ン(4,255ド ル),ギ リシ ャ(3,294ド ル),ポ ル トガル(2,032ド ル)の4

ヵ国 で あ る。ECはEC内 の1人 当 り所 得 格 差 を どの よ うに克 服 す るか が 共 通 の課 題 で あ り,そ

れ は2003年 時点 で,1人 当 りGDPは,ア イル ラ ン ド(37,637ド ル),ス ペ イ ン(20,343ド ル),ギ

リ シ ャ(16,203ド ル),ポ ル トガ ル(14,665ド ル)の 順 で,か な り上 昇 し て い る。 経 済発 展 途 上 国

は,社 会 保 障 の充 実 を 目指 して,相 互 に生 産性 上昇 を展 開 してい る。ECは,経 済発 展 途 上 国 と

先 進 国 との相 互 の 生産性 上 昇 のた めの 競争 を通 じて,全 体 と して成 長率 の 向上,雇 用 拡 大 を展 望

した 一大 市場 圏の 形成 を実 現 して い る。

した が っ てECは,1980年 代 後 半 両 国 の加 盟 を市 場 圏拡 大 の 契 機 に し,地 域 経 済 の 充 実 を

図 って いっ たの で あ る。

当 時欧 州 の経 済発 展 途上 国で あ った スペ イ ン とポ ル トガル は,先 進 国並 み の所得 水 準 に追 い着

くた め に77年 か ら加 盟 申請 を した。両 国 と も従 来 の全 体 主義 的 国家 体 制 か ら近代 民 主 主 義体 制

に移行 した直 後 で あ り,EC加 盟 条件 と して,民 主 主義 政 治 体 制,基 本 的 人 権,法 の支 配 を具備

して い なけ れ ば な らなか った。 もち ろん,他 方 で,ECは,お しなべ て70年 代 後 半 か ら80年 代

前 半 まで 各 国 の不 況 対 策 に直 面 し加 盟 を受 け入 れ る余 裕 もなか っ た とい わ れ た。 と くに イ ギ リ

ス,西 ドイ ツ,フ ラ ンス,オ ラ ンダ は,余 剰 農 産物対 策 に追 わ れて い た。 スペ イ ン,ポ ル トガ ル

が 加盟 して両 国の安 い農産 物 が域 内 に輸入 され る と,価 格 が 下落 し不 況 に直面 す る とい う。 こ う

した域 内の 農業 従事 者 か らの批判 が 強 く,イ ギ リス,西 ドイ ツ,フ ラ ンス,オ ラ ン ダは,両 国の

加 盟 を遅 らせ たの で あ る。 一・方ECが 両 国 に要 請 した の は,イ ンフ ラス トラ クチ ュ ア の近 代 化 と

生 産構 造 の改 革 にあ っ た。 この 点05年25ヵ 国 に なっ たEU内 の 旧東 欧 バ ル ト3国 な どは イ ン

フラ ス トラ クチ ュ アの 近 代 化 と生産 構 造 の 改 革,運 輸,通 信 手 段,流 通構 造 の改 革 を必 要 とす

る。 さ らに そ の た め に は,EUの 公 的 資本 の 導 入,民 間 資本 の 導 入 を待 っ て は じめ て 可 能 と な

る。 ス ペ イ ン,ポ ル トガ ル の場 合 は,東 欧,バ ル ト3国 とは違 っ て既 存 の 生 産 設 備,流 通構 造

は,フ ラ ンス,イ ギ リスな どの公 的資 本 の援助 を受 けて,最 低 限の基 盤 整備 を はか っ て きた。 当

時EC側 は,85年 ス ペ イ ン,ポ ル トガ ル に そ れ ぞ れ5億5,000万ECUの 援 助 を行 っ た。両 国

は,こ の資 金 を 自国 の 中小 企 業 振 興 の た め に重 点 的 に配 分 し,そ の 経 済 と雇 用 の安 定化 を図 っ

た。 と りわ けエ ネル ギー産 業,運 輸 業,森 林業,観 光業 な ど に対 して傾 斜 配分 の融 資方 式 を採 用
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した結果,両 国の内需は拡大 し,雇 用 も安定 し,消 費力 も増加 した。 この需要 ・供給 の連関波及

効果 は,農 業生産 をも増加 させ,EUと の分業的役割 を果 した。

この両国の加盟 によるEC市 場政策は,不 況の到来の経験 か ら学 び,競 争社会 と協力社会 を組

入れなが ら前進す るほかなかった。2000年 のEUの 課題 は,80年 代のECの 難 問を どの ように

克服 したかの歴史的教訓を生かす ことにあった。

EUは2005年 に直面 した課題,す なわ ち対外的 には中国,イ ン ドとの競争激化,ド ル とユー

ロとの勢力配置の競争,原 油高騰 との対応関係,一 方 アフリカ,中 東 との経済協力,と くに資源

の安定的供給,米 国,ロ シア,日 本 との協調 と対抗関係 をどのように克服 してい くか を問われて

いる。他方,失 業問題,移 民問題,安 い労働力の輸 入問題,EU企 業の安い労働力地域,と くに

東欧,バ ル ト3国 へ の流出,少 子 ・高齢化問題(勤 労者の4人 に1人 が高齢者,20年 後には2人 に1人

ともいわれている)へ の対応 も迫 られてい る。

経済政策論の立場 に立 って考 えれば,EUは 欧州的福祉社会を定着 させるため に,80年 代 の教

訓,す なわち競争社会 と協力社会の論理を吸収 しつつ前進 してほ しい ものであ る。 だか らこそこ

こで両国の加盟問題をあえて取 り上げた次第である。

皿1990年 代 ～2000年 代 のEUの 経済政策 と市民権 ・ユ ー ロ ・景気動向を考 える

(1)改 めて90年 代のEU政 策 としてのマース トリヒ ト条約の主要原理を問 う

ここでEU統 合の歴史 を整理 してお く。第1期 は6ヵ 国が1958年 か ら69年 までのローマ条約

に基づいて共同体の共通経済諸政策を定着させ方 向づ けた時期 である。69年12月 のオランダの

ハ ーグでのEC首 脳会議 は,6ヵ 国が関税 の撤廃,貿 易の 自由化,資 本,労 働力,サ ービスの 自

由移動な どを着実 に進 めることを実行 し,58年 ヨーロ ッパ経済共同体(EEC)の 発足か ら,69年

12月 までの12年 間の経済政策の メリッ ト,デ メ リッ トを総括 したのである。その主内容は関税

同盟の完成,共 通農業政策,運 輸政策,通 貨政策の強化,途 上国 との経済協力の拡大 にあった。

完成,強 化,拡 大が この時期の政策の特徴であった。67年 ヨーロッパ共同体の発足(EEC,EURA-

TOM,ECSCの 統合体)を 踏 えた3つ の政策 の実行が特徴 的である。その連関性 の評価 はまだ不十

分である(拙 著r新EC論 一ヨーロッパの新構図一』新評論,1993年,を 参照されたい)。

第2の 時期 は1970年 か ら85年 のEC統 合準備期である。70年10月 には通貨 同盟 を目指 した

「ウェルナー報告」が議論 された。73年 イギリス,デ ンマー ク,ア イル ラン ドの加 盟 によ り拡大

ECが 成立 しEC9ヵ 国へ発展 した。非加盟国EFTA6ヵ 国 との 自由貿易 協定 を結 び,2つ の石油

危機へ対応 した。79年 ヨー ロッパ通貨制度(EMS)の 発足 によ り,貿 易,投 資,サ ー ビスの共通

政策 に連動 して通貨制度 を発足 させ た。それは ドル危機,世 界不況 に対す る抵抗措 置で もあ っ

た。85年,EU内 でのパスポー ト,IDカ ー ドの提 出な しで 自由に人間の通行 を認め るシェンゲ

ン協定 を結んだ。全体 として,通 貨協定 と市民 と企業の 自由権の確立の時期ではなかったか。

第3の 時期 は86年 か ら98年 のEU統 合発展期 である。前項 で論評 した86年 はスペ イン,ポ
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ル トガルのEC加 盟 に より,巨 大市場圏の発展 の出発点 に当 る。この期の主要 な特徴 は87年 単

一欧州議定書調印によるECの 単一市場確立のため加盟国の政治的協力であ り
,従 来の企会一致

方式か ら特定多数決方式 を採用 し,通 貨,地 域,社 会,環 境,科 学技術 の5つ の政策部門の充実

を図った ことである。93年 マース トリヒ ト条約 を発行 し,ECはEUに 発展 する。市場統合 を前

提 に,通 貨統合,安 全保障の原則一致制へ と前進する。 この点は,あ とで分析 する。

95年 に福祉 国家ス ウェーデ ン,フ ィンラン ド,中 立 国家 オース トリアが加 盟 した。97年6月

アムステルダム条約が成立 した。マース トリヒ ト条約の批准段 階でデ ンマー クは国民投票で否決

し,条 約の見直 し論が浮上 した。政府 間交渉の結果新 しいEU条 約 として アムステル ダム条約が

結ばれた。① シェ ンゲ ン協定を条約 に組み入れた。②社会憲章を付属 文書か ら条約本文 に組 み入

れ,不 参加だったイギ リス も参加 した。その他西欧同盟を強化す る。共通安保 ・外交政策 を強化

することなどが付加 された。この点 は次の章で も触れる。

第4の 時期が1999年 か ら2005年 の ヨーロッパ25ヵ 国の統合拡大期である。

1999年1月 か らEUの 通貨加盟 国は単一一通貨ユ ー ロを採用 した。 ドイ ツ,フ ラ ンス,イ タリ

ア,ス ペイン,ポ ル トガル,オ ランダ,ベ ルギー,ル クセ ンブルク,ア イル ラン ド,オ ース トリ

ア,フ ィンラン ドの11ヵ 国で発足 した。2001年 ギ リシャも参加 した。ユ ーロは国際金融市場,

貿易取引で ドルに対 して対抗 と協力 関係 を もつ よ うになった。 イギ リス,ス ウェーデ ン,デ ン

マークは参加 しなかった。2000年12月,ニ ース条約 で,58年 の ローマ条約,93年 のマース ト

リヒ ト条約,99年 のアムステル ダム条約 を改訂 した。多数決で決 める議題の範 囲を拡大 し,閣

僚理事会での持 ち票 を公平化 したこ となどを決めた。03年 に発効 した。02年,ユ ーロが一・般通

貨 として流通 を開始 し市民の 日常生活 に流通 した。04年5月1日 か ら前 に触 れた ように新 た に

ポーラ ン ド,ハ ンガ リー,チ ェ コ,ス ロバ キアSス ロベニ アの東 欧諸国,エ ス トニア,ラ トビ

ア,リ トアニアのバル ト3国 そ して地中海のキ プロス とマル タの計10ヵ 国が加盟 し,25ヵ 国の

拡大EUの 時代 を迎えた。 この時期 には,旧 社会主義国のブルガリア(共 に07年 加盟見込み)と ト

ル コが加盟交渉の対象 になった。 この トル コ加 盟問題 につい てはす で に論評 した。EU委 員会

は,加 盟基準 を93年 の 「コペ ンハーゲ ン基準」 に基づ いてい る。①民主主義 法 の支配,人 権

と少数民族の尊重,② 市場経済国,③ マース トリヒ ト条約 に よる三面統合(政 治経済 ・通貨 ・社会

憲章)を 受 け入れることを決めたのである。

04年6月,ブ リュ ッセルでEU憲 法条約 を採択 した。その主要 な中味 は任期2年 半 の大統領

制,EU外 務大 臣制 を創設 し,閣 僚理事会 の可決 は55%の 賛成 を必要 とし,さ らに賛成 国の人

口がEU総 人口の65%以 上 を必要 とす るとい うものであった。 さ らに100万 人以上の市民要求

があれば欧州委員会へ法案 を提 出可能 としている。 この100万 人以上の市民要求は厳 しい。大組

織でないと100万 人以上 の署名を集めることはできないか らである。 この方式 は果 して市民主義

か。

05年5月,6月,フ ランス とオランダはEU憲 法 の国民投 票の結果 「ノ ン」であ った。 こん ご
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どうするかが課題である。市民不在 ではないか とい う批判が強 まった。 この点 は本論 の1で 述べ

た。

EUは 域内拡大市場 圏の確立 とそれに伴 う加盟 国の利害 関係の調整,と くに資本,企 業,サ ー

ビスの域 内移動による労働力の移動,移 民 の増大,民 族問題の群生,賃 金格差の拡大,雇 用の不

安定,失 業者増 な どが問われてい る。社 会学 的にいえば,EU市 場 圏の広域化 は,一 ・方 における

集権化 と他方における分権化 の発展 であ り,こ の矛盾 した側 面を どう調整するか政策担当者 は問

われ る。

こう した傾 向が表面化 したの は90年 代であ る。EU当 局者が い う 「国境 なき欧州」の具体化

であ り,そ の根元 は単一市場化の拡大 と深化 にあったとい うべ きであろ う。それは共通市場の確

立 とそれを通貨の面で保障 したのが欧州共通通貨同盟であった。91年 末のマース トリヒ トのEC

首脳会議 で,従 来のローマ条約の限界 を認識 し,改 訂 に合意 した。93年 発行 したマース トリヒ

ト条約の基本構造 を作 ったのであ る。新条約の基 本原理は平和,民 主主義,人 権,法 の支配 を前

提 に,加 盟国が経済共同体 よ り一歩前進 し,幅 広い欧州連合(EuropeanUnion)を 形成 し,従 来の

経済統合,通 貨統合,さ らに外交 ・安保の共通政策を打ち出 した。 もちろん通貨統合 は,明 確 な

通貨 同盟→欧州単一通貨制度の確立 を目指す条約であった。

ただここで イラク戦争 について触 れる。米英の武力行使 に対 してスペ イン(当 時の保守政権)が

賛成 したが,フ ランス,ド イツは反対 した。EU加 盟国内部が外交 ・安保政策で対立 した。 この

ことは,そ の後の独仏 と英国 との外交 ・安保政策にお ける微妙な対立 をみせた。今 後,も う一度

マース トリヒ ト条約に戻 って域内の安保だけでな く,対 外 的にもフランス,ド イツ,イ ギ リス,

スペ イン,オ ランダな ど,共 通 の安保政策 を実現すべ きであ ろう。なお,ス ペ イ ンは04年3月

15日 の総選挙 の結果社会労働党が勝利 し,党 首サパテロが 首相 にな り,5月 末選挙公約通 り,イ

ラクか ら1400人 の軍隊全員 を撤退 させ た。

(2)マ ース トリヒ ト条約 とEU市 民権

マース トリヒ ト条約の原理 を考察する まえに,欧 州市民権 または連合市民権(Citizenshipofthe

Union)の 導入 を吟味す る。同条約8条(現 在改訂し17条)で 連合市民権 を明示 した。「EU加 盟国

の国籍 をもつすべ ての人は,連 合の市民 とな り,連 合 の市民 はこの条約 によって附与 された権利

を享受 し,か つそれによって課せ られた義務 を負 う」そのため に加盟国市民に次の ような権利 を

与えている。

(1)自 分 の国以外の加盟 国に居住 す る市民 は,居 住 国の地方 自治体選挙で投票 し,立 候補 も

で きる。 また居住 国で欧州議会議員選挙で投票 し,立 候補で きる。 ただ し加盟各 国は,そ れ

ぞれの国の主体性 に基づいて適用除外事項 を規定で きる し,ま た市民は,居 住先で投票で き

る。立候補す る場合 は自国での選挙に参加 で きない,つ まり二重投票は禁止 している。

(2)居 住 国に自国の代表部が設置 されていない場合,他 の加盟 国の大使館 または領事館 か ら
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保護 を受 けることがで きる。

(3)連 合市民 は欧州議会へ の請願権,ま たオンブズマ ンに請願す ることがで きる。

ここで欧州連合市民権 とは何 かを検討す る,加 盟国の市民は,原 則 として加盟国内において 自

由に選挙権,被 選挙権 をもつ ことがで きる。市民の意思 を政治に反映 させ る権利 を認めたとい う

点 である。だが,市 民 のニーズは基 本的 には,生 命,生 存権,養 育権,人 格権,教 育権,労 働

権,生 活権,人 権 平等権 完全雇用権が保証 される シス テムを どう作 るか とい う問題 認識 を

もってほ しい。市民の 自主的参加権 を平等 に保証する権利 も認めるべ きではないか。選挙権 を通

じて市民の意思 を自国だけで な く加盟 国共通に認めた点では前進 してい ると思 う。

人の自由移動 については,ロ ーマ条約の48条 で,労 働者の域 内の 自由移動 を保証 し,雇 用,

賃金その他の労働条件で差別 してはな らない と規定は しているが,実 施については各加盟国の意

思 に委 ねていた。マース トリヒ ト条約 では,そ の実施 につ いては,閣 僚理事 会の意思 に合 わせ

た。環境政策,消 費者保護,社 会政策,所 得の再分配 などについてはそれぞれの加盟国が独 自の

基準 を設けることを妨 げない としている。

こうして加 盟国の独 自性 をもたせ たことで,市 民権のニーズ を優先 させ た。97年10月 に調 印

されたアムステルダム条約の17条 では,連 合市民権 を補完 的なもの として位置づけている。

なぜ市民権 は後退 したか。92年6月2日,デ ンマー クの有権者が,国 民投票 で否決 した。 こ

の事態への反省 にあった。

問題 はEU首 脳部 は,加 盟 国の現場 の市民 のEUへ の関心度 を きくべ きだ った。01年 の アイ

ルラ ン ドで も,ニ ース条約の批准 を拒否 した。そ の原 因 について は,市 民 はEU首 脳 部や官僚

が,市 民の意思,参 加 を無視 しているか らだといわれた。 アイルラン ド政府 は,市 民へ のEUの

システム,EUの 市民権のあ り方 な どのPR活 動 を活発 に行い,02年10月19日 の投票 で批准承

認 した。 このあ と03年2月1日,ニ ース条約 はや っ と発効 した。 欧州市民 は連合市民権 を市民

の自治権,参 加権,人 権,自 立 と連帯の擁護の立場 に立 って監視すべ きであろ う。EUの 首脳 部

お よびブ リュ ッセルのEU官 僚 は,反 市民権的官僚主義 を捨てて,た えず現場主義の立場 に立 っ

てEUの 諸条約 を実質的に活か してい くべ きであろう。 とくにブ リュ ッセ ルのEU官 僚 の体質 を

変 えてい くことが重要 である。

わた くしは,『 新EU論 』(石井伸一・との共著,新 評論,2001年)で,こ う整理 した と思 う。それは

デ ンマ ークの市 民が,欧 州連合条約 を拒否 した ときの中味 を反省 して受 け止 め るべ きだ と書 い

た。

第1点 はEU官 僚 は小 国の市民 の意見を謙虚に きいたか どうか。第2点 は安全保障 について,

デ ンマークの立場 を理解 していたか どうか。第3点 は,中 小 企業 の経営 の安全性 を考慮 してきた

か。第4点 は,デ ンマークの独 自の社会保 障制度を最大 限に尊重 して きたか どうか。第5点 はそ

れぞれの国の独 自性 を尊重 しなが ら,EUの 共通政 策を錬 りあげて きたか どうかな どである。 こ

れ らの課題は こんこも問われる。
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マ ース トリヒ ト条約 に対 して は,デ ンマ ー クの 国民 が,批 准 を拒 否 し,ニ ー ス 条 約 に つ い て

は,ア イル ラ ン ドの国民 が批 准 を否 決 した 。 これ らの こ とにつ い てEU当 局 は,ど れ だ け厳 し く

反省 した の か改 め て問 われ る。 そ れ は,2005年5月 末,EU憲 法 条約 につ い て,フ ラ ンスの 国民

が批 准 を拒 否 し,同 じ くオ ラ ン ダの 国民 が6月 批 准 を拒 否 した。 この こ とは,EU当 局 が,前 述

した加 盟 国 の市 民 の ニーズ を本 当 に吸収 して い た のか どうか が 問 わ れ る。EU当 局 はマ ース トリ

ヒ ト条 約,ア ムス テ ル ダム条約,ニ ー ス条約 の理 念 を加 盟 国の 共通 の 市民 の 財 産 に して いたの だ

ろ うか 。 こん この課 題 で あ る。 なお,06年1月9日,EU議 長 国 オー ス トリアの シ ュ ッセ ル首相

はEU憲 法 条 約 につ い て 「欧 州 の未 来 につ い て真 の議 論 を始 め た い」 と述べ,6月 の 首脳 会 議 で

「成 果 を出 した い」 とい う(FinancialTimes,10Janualy,2006)。 そ れ を注 目 した い。

(3)EUの 地 域格 差 是正 政策 の論理

一 〇5年EUの 予算 の構 造 を含 め て考 える

2005年EU25ヵ 国 に なっ たEUの 最 大 の 問 題 は,こ ん ご旧加 盟 国15ヵ 国 と新 加 盟 国10ヵ 国

との所 得 格 差 を どの よ うに克 服 してい くのか にあ る。 あ えて ここで03年 の25ヵ 国 の1人 当 り国

民 総 所 得 をみ る と,ル クセ ンブ ル グが4万1,770ド ルで 第1位,2位 が デ ンマ ー ク の3万1,090

ドル,以 下 ス ウェー デ ン2万5,400ド ル,イ ギ リス2万4,230ド ル,オ ラ ンダ2万4,040ド ル,

フィ ン ラ ン ド2万3,940ド ル,オ ース トリア2万3,940ド ル,ド イツ2万3,700ド ル,ベ ル ギー

2万3,340ド ル,ア イル ラ ン ド2万3,060ド ル,フ ラ ンス の2万2,690ド ル,さ らに イ タ リア1

万9,470ド ル,ス ペ イ ンの1万4,860ド ル,ギ リシ ャ1万1,780ド ル,ポ ル トガル1万670ド ル

で あ る。 ところが新 し く加 盟 した 国の そ れ は,1万 ドル 以下 であ る。 キ プ ロ ス9,900ド ル,ス ロ

ベ ニ ア9,780ド ル,マ ル タ9,120ド ル,チ ェ コ5,270ド ル,ハ ンガ リー4,800ド ル,ポ ー ラ ン ド

4,240ド ル,エ ス トニ ア3,810ド ル,ス ロバ キ ア3,700ド ル,リ トア ニ ア3,270ド ル,ラ トビァ

3,260ド ルの順 であ る。新 し く加 盟 した 東 欧5ヵ 国,バ ル ト3ヵ 国,地 中海 の2ヵ 国の所 得 水 準

は低 い。

一 方EU委 員 会 が2002年 のEU25ヵ 国 の地 域 別1人 当 た りGDPの 格 差 を購 売 力 基 準 で 示 し

た統 計 に よ る と(EU25ヵ 国の平均を100と した場合),最 も高 い イ ンナ ー ・ロ ン ドン(ロ ン ドン中心

部)で315%,最 も低 い ポ ー ラ ン ドの ルベ ルス キエ で32%で あ り,10倍 の格 差 で あ る。 経 済 の

集 中度 と分散 度 の極 端 な格 差 を示 して い る とい って よいで あ ろ う。

EUは,地 域 別 統 計作 成用 に加 盟25ヵ 国 を254の 地域 に分 類 して い る。 そ の トップの ロ ン ド

ンの次 に ブ リ ッセ ル 首 都 圏(ベ ルギー)が234%,ル クセ ンブ ル グが213%,ハ ンブ ル ク(ド イ

ツ)188%,イ ル ・ド ・フ ラ ン ス(フ ラ ンス)176%,ウ ィ ー ン(オ ー ス トリア)174%,バ ー ク

シ ャ ー,バ ッキ ン ガ ム シ ャ ー&オ ッ クス フ オ ー ドシ ャー(英 国)162%と 続 き,平 均 値 の125%

以上 に達 してい るの は全 体 の7分 の1の37地 域 に上 る。 とこ ろが 下位 地域 に は ルベ ル ス キエ 県

(ポー ラン ド)32%,ポ ドカ ルパ ッキ県(ポ ーラン ド)33%,が 名 を連 ね て い る。1人 当 りのGDP
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が低 い地域 は,最 下位 よ り5番 目までが,す べ てポー ラ ン ド国内にあ った。EU平 均値 の75%

未満59%地 域 は,ポ ー ラン ドに16地 域,チ ェコに7,ハ ンガ リー と ドイツに各6,ギ リシャに

5,イ タリア とポル トガルに各4,ス ロヴ ァキ アに3,ス ペ イ ンに2,ベ ルギー と英 国に各1

存在 し,ま たエス トニア,ラ トヴィア,リ トアニアとマルタがこの区分 に入っている。 旧加盟 国

中で,一 番低 い位置に分類 された地域はギリシャであった。

こうした地域格差 をどの ように解決 してい くかは,各 国の政策担当者の課題 だけでな く地域格

差 を制度的に解消す る地域 の行 政当局 と経営者,市 民 の課題 で もある。その場合スペイ ン,ポ ル

トガル,ギ リシャ,ア イルラン ドがEUと 協力 した政策は参考 になる。 これ らいずれの国 もSそ

の成長 は早 い。東 欧な どの国々はこの教 訓か ら学ぶべ きで ある。新 加盟 国は先輩 国EU15ヵ 国

と市場圏を共有 し,投 資 を受け入れ,安 い労働力 と技術 を結合 させ て,労 働生産性 を向上 させ る

ことにある。つ ま り労働生産性の向上 と環境保全 を両立 した企業活動 を発展 させ,雇 用拡大 を

図って持続的成長 をはかることにあろ う。 とくに産業経営 と農業の生産性 を高めることが当面の

課題である。EUは この分野へ の公 的経済援助 と経済協力 を進 めてい くであろ う。 とくにEU内

の経済格差解消 を図ってい くことはマース トリヒ ト条約 の理念 であった。同時 にそれ は21世 紀

への見通 しをもった課題であったと思 う。

1980年 代 後半,当 時 ヨー ロッパ の中進国 または経済発展途上国であ ったスペイ ン,ポ ル トガ

ル,ギ リシ ャ,ア イル ラン ドは,格 差是正のための結 束(Cohesion)を 要求 した。 これ に対 して

93年,EUが 結束基金 を予算化 した。結束基金 は,い うまで もな く構造的 に脆弱 な地域 を活性化

するために設置 され,こ れ らの国々 も,そ の経済援助資金 と農業補助費を労働生産性 向上のため

に活用 したのである。 もちろん,欧 州結束基金は,と くに輸送お よび環境 の分野 で取 り組 んだプ

ロジェク トに対 して も投入 す る方針 を決 めて いる。マ ース トリヒ ト条約 の104条c項(財 政赤

字)に 規定 されている経済収れん(convergence)と い う目的を達成す るため に必要 なマ クロ経済

のプログラムを進めている加盟 国に関 しては,基 金 の割当は条件付 きで,こ の基金 を活用 してい

る。その成果は総体的にあがっている。

従来地域格差是正 の基金 は,EU加 盟 国民1人 当 りのGNPがEU平 均の90%以 下の加盟国 に

対 して,欧 州連合条約 の104条c項 にある経済収れんの条件を満たすためのプログラムをもった

国に対 して配分 した。それは環境 プロジェク トと輸送 システムを確立する ヨー ロッパ横 断ネ ッ ト

ワー ク ・プ ロジ ェク トへの財政援助 にあった。これまでのEUレ ポー トでは1993～99年 までの

期間に150億ECUを 計上 して,ス ペ イ ン,ギ リシャ,ポ ル トガル,ア イル ラン ドに対す る配分

を重視 した。 この点,長 期的にみて,一 応の成果があが り,今 日の労働生産性の向上 と環境保全

に間接的に役立っていたのではないか。

2005年 新規加盟 国(中 東欧5ヵ 国,バ ルト3ヵ 国,地 中海2ヵ 国)の 農業は,平 均国内生産の7%

で,農 業人口が22%を 占める。EUは,農 業生産性の 向上 と,工 業へ の労働 移動の ために,間

接的に農業補助金,産 業振興のための資金協力 をし,こ れ らの 国は,十 地の私有化=市 場化 を進
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め,農 業生産 も漸次向上 している といわれている(EBRD,Transitionrep・rtO2,Agricultureandrural

transition,p.86)。こんごに注 目したい。

一方
,域 内格差是正の問題は,各 国間の経済的,社 会的格差 だけではなく,一 国内での地域格

差是正 も含 んでいる。条約130条 のa項 で はこういっている。「欧州共 同体 は全体 の調和 の取 れ

た発展 を進 めるため,経 済 的同等化(格 差是正)を 強め るように,そ の行動 を発展 し続 ける。 と

くに様 々な地域間の発展 レベルの格差 を是正 し,農 村地域 を含 む経済的 に恵 まれない地域の後進

性 を克服 する」 と。 この格差是正のための地域 開発基金,お よび欧州投資銀行(EIB)な どの関

係金融機 関の活動 を通 じて これ らの 目的 を達成 で きる としてい る。例 えば2005年 のEU予 算 の

歳 出の中で域 内の地域格 差是正 を 目的 とした構造政策 に予算の30.5%を 支出 し,雇 用,産 業,

エ ネルギーな どの分野の域内政策には予算の7.5%を 支出 している。04年 において も基本 的に

同 じ規模で組 み,か な りの効果 をあげているといわれ る。

ところで ここで,EUの 拡大 と05年 の予算 問題にふれてお く。EUは 各加盟 国の予算 とは別に

独 自に予算 を もって いる。2005年 の予算 額(支 出ペース)は1,063億 ユ ー ロ(約14.4兆 円)で あ

る。(EUの 予算規模を日本 と比べると,日 本政府の一般会計予算が日本の国内総生産 〔GDP〕の17.0%

〔05.4～06.3〕であるのに対 し,EUの 予算はEUのGDPの1.0%に すぎない)EUの 予算 には原則 と し

て赤字 をださせ ないルールがある。

EU予 算 の形成過程 は,欧 州委員会,欧 州議会,EU理 事会,欧 州司法裁判所,欧 州会計 監査

院などのEUの 各機i関が作 った歳 出要求 を欧州委員会がま とめてEU理 事会 に提出 し,理 事会は

予算案 を作 成 し,理 事会 とEU議 会 で議論 し承認 をえて決定 される。EU議 会 の政党勢力(2004

年選挙における院内会派の獲得議席)は,欧 州人民党268,欧 州社会党200,欧 州 自由民主同盟88,

緑 の党 ・欧州 自由同盟42,欧 州統一左派 と北 欧緑党左 派41,独 立民主主義 グループ37,欧 州諸

国民主連合UNE27,無 所属29の 合 計732議 席 であ り,予 算 承認数366以 」二の議席 で承認 され

る。欧州人民党,欧 州社会党が合意すれば決定 で きるという。 もちろん選挙民 と議会 との関係,

欧州議会選挙 のあ り方,加 盟国の国内選挙,欧 州議会選挙 との関係,=選 挙民の意識 は高いのか ど

うかな どの問題点がある。

問題 を進 める。EU予 算 は80年 代 に入 って,共 通農業政 策(CAP),地 域振興 政策 にお ける歳

出が増大 し,ス ペイ ン,ポ ル トガルなどへの援助だけでな く,フ ランス,イ ギ リスなどの農業補

助金 もかな り高い。

EUは80年 代不況期 に直面 し,イ ギ リス,フ ラ ンス,オ ラ ンダ,西 ドイ ツな ども低成長 に耐

えて きた。 したがってEUの 財政収入 もあま り良 くなか った。1988年,財 政規律 を回復 し,中

期 的な歳入,歳 出の 「5ヵ年財政展望」 を策定 し,い か にEUの 政策 と連 関させ るか を明 らか に

した。今 日の 「財 政展望」は 「アジエ ンダ2000」 に対応 して2000年 か ら2006年 の7年 間の政

策 を踏 えて作成 したものである。「アジエ ンダ2000」 は第1にEU拡 大 に対処 して,持 続可能 な

成長 と雇用 の創 出を実現 し,市 民生活水準の改善 を図るためEU政 策 を強化 ・改善す ること,第
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2に は,EU拡 大 に 向け た 交渉 を進 め るた め,加 盟 中請 国 を支 援 す る こ と,第3に 拡 大 に備 え た

財 政 改 革 を図 り,EUの 予算 規 模 を加 盟 各 国 の 国 内総 生 産(GDP)の 合 計 額 の1.27%を 上 限 と し

た規 模 に抑 えつ つ 拡 大 資 金 を捻 出 す る こ と と して い る。 「ア ジエ ン ダ2000」 は 中 ・東 欧 諸 国 の

EU加 盟へ の 支援 と拡 大 策 の歳 出 に対 処 す る もの で あ った。 だ か ら05年(14.4兆 円〉の新 加 盟 へ

の交付1.2%,加 盟前 戦 略3.1%,行 政 運営 費6.0%,対 外 政 策 費5.2%,域 内政 策 費7.5%,域

内構i造政 策 費30.5%,前 に触 れ た共通 農 業政 策 に46.1%を 支 出 して い る。 この 点,英 仏 の 対 立

は今 日 も続 い てい る。

一 方EUの 歳 入 を み る と(05年)
,GNI(国 民 総所 得)の 一 定 割 合 の 拠 出73.0%,VAT(value

addedtax=付 加価値税)の 課税 標 準 の 一定 割合14.4%,農 産 物 の輸 入 関税 ・砂 糖 課 徴 金1.5%,鉱

工 業 品 の 輸 入 関税10。1%,繰 越 金 お よ び そ の 他 の歳 入1.0%と な っ て お り,GNIの 一 定 割 合

(約17.5%)の 拠 出が大 きい。

欧 州 委員 会 は,所 管機 関別 にみ る と98%を 動 か して い る。05年4月 に,「 ア ジエ ンダ2000」

以 降の 「中期 財 政展 望」 と して2013年 まで の7年 間 の 「展 望 」 をEU理 事 会 に提 出 した。 い う

まで もな く 「新 しい展 望」 は,EUの 持 続 的 成 長 と競 争 力 の 強化,企 業 間相 互 の 競 争,経 営 の 自

己革新,投 資の効 率 性,技 術 革新 を含 む もの と考 えるべ きだ ろ う。 さ らに,自 由 と安全 の分 野 に

お け る 「欧州 市民 権 」 の実 現,世 界 に お け るEUの 役 割 強化 を優 先 政 策 に して い る(WhereDoes

theMoneyforEUBudgetcomefromandHowisitUsed?,europe,Autumn2005,p.23)0

05年6月16日 か ら開 か れ たEU首 脳 会 議 で,EUの 中期 財 政 計 画(EU予 算07～13年)が 議 論

され た。 欧州 委員 会 の予 算 案 は,07年 か ら7年 間で1兆260億 ユ ー ロ(約136兆 円)。 これ は年 平

均 で域 内GNI(国 民総所得)の1.24%に あた る。 この分 担 金 の 負 担 が重 い 国 は,高 所 得 国 の ドイ

ツ,フ ラ ンス,英 国,オ ラ ンダ,ス ウ ェー デ ン,オ ス トリアの6ヵ 国 で,域 内GNIの1%以 内

に抑 えるべ きで あ る と主 張 した。

EU予 算 問 題 の基 本構 図 は上 述 した通 りで ある が,こ ん どは こ う した高 負 担 国 が負 担 と受 益 を

め ぐって議 論 された よ うだ。 問題 は こ うで あ る。EUか ら英 国 に還付 され る 「予 算 払戻 金 制 度 」

の 問題 で あ る。73年 英 国がEC(当 時)に 加 盟 す る条 件 と して 自国 の 農家 へ の所 得 保 障 を要 求 し

た。 逆 に英 国 のEC加 盟 に反 対 して い た の は,農 家 経 営 者 と農 民 で あ った。 当 時,ECは この 農

業 補助 金 制 度 を承 認 した。ECに とっ て英 国 の加 盟 は,ヨ ー ロ ッパ な い し世 界 に対 して も,そ の

経 済 圏 の拡 大,一 大市 場 圏 の拡大 と して 強い イ ンパ ク トを与 え たか らだ。

1984年 サ ッチ ャー政 権 の と き,農 業補 助 金 が,フ ラ ンス な ど と比 べ て少 額 で あ るの にEU予

算 か ら払 戻 しを受 け てい た。 この払 戻 し(リ ベー ト)は,04年 に も46億 ユ ー ロ(約6,100億 円)に

達 し払 戻 され た。仏 ・独 は,英 国へ の 払戻 しを削 減 すべ きだ と主 張 した。 スペ イ ン,イ タ リア も

仏 ・独 に 同調 した 。 これ に対 して英 国 は フ ラ ンス の 国 内 の農 業 補 助 金 と くに価 格 支 持 政 策 を止

め,予 算 を削 減 す る な らば,考 え る余 地が あ る とい う。 一 方 ドイ ツは 「拠 出額 の増 減 につ い て は

公 平性 を前提 に妥協 して もよい」 とい う。 さ らに 「合 意 した予 算 につ いて は見 直 しは しな い」 と
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述 べ,英 国 をけ ん制 した。 これ に対 して英 国 の ブ レ ア首 相 は 「予算 の支 出や 配分 は,公 平 にす べ

きだ」 とい う。 ただ し,い まのEU予 算 の シス テ ム が続 くか ぎ り,EU拡 大 で,リ ベ ー トは増 大

す る。07年 以 降 の予 算 規模 を推 定 す る 限 り,年 間5,000万 ユ ー ロ を超 過 す る。 こ の点 につ い て

は05年5月 まで の議 長 国で あ る ル クセ ンブ ル ク のユ ンケル 首 相 は 「リベ ー トの額 を 当面 は現 状

で凍 結 し,徐 々 に削 減す る案 を示 した」(朝 日新 聞05.6.15,Financial.Times,15June,2005)と い う。

結 局,12月 まで見 送 る こ とに なっ た。

こう したEU予 算 をめ ぐる加 盟先 進 国 の利 害対 立 は こん こ も続 くで あ ろ う。 問 題 は,予 算 の決

め方 につ い て は改 めて何 を基準 に,共 通 政策 を定着 させ れ ば よい か とい う視 点 を重視 す べ きで あ

ろ う。 市 民1人 当 りの 将 来 受益 と負 担 が 均衡 に な り,加 盟 市 民 の 納 得 を え る こ とが 大切 で あ ろ

う。02年 の 市 民1人 当 りの受 益 と負 担 をみ る と(EU.Report,02),負 担 超 過 の 国 は オ ラ ン ダ185

ユ ー ロ,ス ウ ェ ー デ ン98ユ ー ロ,ド イ ツ74ユ0ロ,英 国69ユ ー ロ,ド イ ツ74ユ ー ロ,英 国

69ユ ー ロ,フ ラ ンス38ユ ー ロ,オ ー ス トリア33ユ ー ロで あ り,市 民1人 当 りの 受 益 超 過 国 は

スペ イ ンの226ユ ー ロ,ポ ル トガルの274ユ ー ロ,ギ リシ ャの325ユ ー ロ,ア イ ル ラ ン ドの373

ユ ー ロで あ る。 こ う した不均 衡 を漸 次抑 制 し,EU市 民 が そ れ ぞ れ,協 力 と連 帯 を強 化 で きる予

算 シス テ ム を作 る こ とが 大切 で あ ろ う。

もちろ ん,経 済 の発 展 は,不 断 に不 均 等 で あ る。 だが,負 担 と受益 の均衡 を 図 るEUの 経 済政

策 こそ探 求 され るべ きで あ ろ う。 そ の基 本理 念 は,格 差是 正 を どの よ うに進 め,相 互 に 自立 と連

帯 で協力 す る政 策体系 を作 るべ きで は なか ろ うか。EU委 員 会 の 問題 意 識 は欧 州 市 民権 を守 り,

市民1人1人 に納 得 で きる政策 をね ば り強 く作 って い く姿 勢 を示 すべ きで はなか ろ うか 。

(4)ユ ーロ導入 と景気変動の問題

aEU通 貨統合の理論的前提

いまユーロは,国 際通貨 として ドル と競争 し,安 定的 に流通 している。欧州通貨統合 は絶 えず

苦難の歴史的課題を担 って きた。EUの 市場統合 と通貨統合 は車の両輪 であ り,市 場統合が深化

する中で,通 貨統合 は必然的実現性 として把握 されて きた。ECま たはEU加 盟国の統合前の通

貨は,各 国の主権 の性格 をもち,そ れを統合す ることは,そ れぞれの通貨発行権 を放棄すること

になる し,各 国民のニーズをどのように吸収 し,統 合す るかは,各 国の通貨 を発行す る中央銀行

と各国の国家主権 の問題 をどの ように調整するか とい う厳 しい課題 に直面 して きた。本来国民経

済にお ける通貨は,商 品その他 の財の価値 を示す一般的尺度 として機能 した り,流 通手段 として

機能 した り,商 品を売 った り,買 った りす る支払手段 として機能 した り,さ らにそれは国境 を越

えた世界貨幣 として機能す る。各 国経済が貿易や投 資を通 じて世界市場 との関係 を深化すればす

るほ ど,一 国通貨 も,従 来の国家次元か ら脱皮 して,国 際的交換手段 として機能 をもつようにな

る。通貨 は,万 国に共通す る普遍的な人間労働の結 晶である。国際価値 として機能 し,各 国の商品

に対す る一般 的な購買手段 として,国 際貿易の差額 を決済するための支払手段 として機能する。
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EUの 通貨統合は,加 盟国の通貨発行権 を放棄 し,共 通通貨の発行権 を行使す るこ とを同意 し

て貰 うことにある。 もちろんその本来的機能 を吸収 してEUの 中央銀行がEUの 単一通貨(い ま

のユーロ)を 発行 し,EU市 場統合の貨幣的安定 を保障 した ことにある。

EU通 貨 の誕生については,そ れ までの厳 しい歴史があった。それは前 に も触 れたが,1970年

10月 の 「ウェルナー ・レポー ト」 にさかのぼる。その後の世界経済,ヨ ー ロッパ経済の激変 を

経過 して通貨統合へ の道を歩んで きた。1979年 を想 い出す こ とで明 らかであ る。同年3月,フ

ランス,イ ギ リス,イ タリアな どオイルショックのインパ ク トか ら立ち直れずイ ンフレに直面 し

た。当時の西 ドイツ,オ ランダなどは,イ ンフレ抑制に追 われた。当時為替危機か ら脱却 しない

限 りECの 安定 はない と判 断 し,79年 「欧州通貨制度(EMS)」 を作 らざるをえなか った。そ れ

は 「域 内固定為替相場」,「域外 変動為 替 相場 制」 を採 用 した。EMSの 中に共 通 の通 貨単位 エ

キュー(ECU)を 新設 し,各 国は,自 国の通貨価 値 をECUで 示 し,各 国通貨相互 間の中心相場

とそ こか ら上下2.25%ず つの幅を もつ相場変動 の上下 限を計算 し,機 能 させ,域 内固定相場 の

メカニズムを維持す ることにあった。 また各国は集中す る金 ドル準備の見返 り基金 として中央銀

行間の決済手段 としてのECUを 発行 して きた。

こ うした方式を含んで運用 してきたのが為替相場 メカニズム(ERM)で あった。80年 代 に入 っ

てECはERMを 機能 させ,国 際通貨危機 の混乱 に耐 えて きた。だが十分 に対応 で きず,欧 州議

会 は,「 欧州通貨制度の強化 と完成」 につ いて 自己批判 を した。ECUの 流通性,機 能性,交 換性

について欠陥があったこ とを認めた。 これは,き わめて重要 であった。85年6月,EC委 員会 は

「域 内市場 の完成 に向 けて」の中で,域 内の低 成長率,過 度の農産物価 格支持政 策,EC企 業 の

競争力の低下,為 替相場の不安定性 を どの ように克服するか にあった。 わた くしはこれに賛成 し

た(拙 著r新EU論 』第3部 第1章,新 評論,2001年)。 同時に厳 しい批判的論評 もした。

80年 代後半,英,独,仏 の景気 は後退 し設備投 資 も低 下 し,高 失業率 を もた らした。その後

の加盟 国 も景気停帯 に直面 した。 もちろん各 国の為 替相場 も不安定 であった。 どうして もEC

は,こ うした状況か ら脱却するために も,70年 代,80年 代前 の通貨政策 を反省 し,89年4月,

ドロール委員会の報告 を待 つ ようになった。 とくに経済通貨 同盟(EMU)の 内容 と手順 を示 し,

こんこのヨー ロッパ経済 ・通貨の安定 に寄与 しようとい うものであった。その特徴 は,①EC12

ヵ国の経済力格差 を段階的に均等化 し,② 通貨統合 と経済統合 を並行 して進める。③加盟各国の

経済力 の均等化 を前提 に しつつ,格 差縮小 のために強い通貨国が弱い通貨国 を支援 しつつ参加条

件 を満 た した国か ら出発する。④各 国の為替変動幅 を段階的に縮小 させ,最 終 的にゼロにして単

一通貨 に転換 し
,為 替変動幅を縮小 してい くこと,⑤ 加盟国の財政赤字 を限 りな く縮小 してい く

こと,な どである。

ドロール報告 についての反応 は,90年12月 の政府間協議(ICG)に 反映 された。賛成国は,ド

イツ,オ ランダ,ル クセ ンブル ク,フ ランス,イ タリア,ベ ルギー,デ ンマークである。英 国は

反対 した。通貨統合 は,英 国にとって主権(ポ ンド発行権)に 対する介入であ り,容 認で きない と
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い う。 だが 市 場 統合 で 十分 で あ る と。 ま た イ タ リア,ベ ル ギ ー,デ ンマ ー ク は 原則 的 に賛 成 し

た。 だが 実施 に当 っ て は段 階的 に進 め るべ きで あ る と主 張 した。 スペ イ ン,ポ ル トガル,ア イル

ラ ン ド,ギ リシ ャ も賛 成 した。

EU内 の経 済 力 の 強弱,為 替 相場 の 安 定性,財 政収 支 の均 衡 性,物 価 の 安 定性,各 中央銀 行 の

信 用 度 な どに よって受 け止 め方 に違 い をみた 。英 国 は,ポ ン ドの歴 史,伝 統,安 定 性,独 自な ド

ルへ の対 抗 意識,ポ ン ド価 値 の先進 性 な ど,旧 帝 国 的覇 権 性 な ど を主張 し,EUの 共 通 通貨 に対

す る独 自性 を強調 した ように み えた。

ICGは,原 理 的 にロ ー マ条 約 を改正 し,92年2月 に マ0ス トリ ヒ ト条 約 を承 認 した の だ が,

デ ンマ ー ク は当初 批 准 を拒 否 したが市 民 の厳 しい批 判 を うけた。 そ れ はECの 官僚 シス テムへ の

批 判,共 通 の 安全 保 障 の あ り方,小 国 の企業 の 弱体 化,デ ンマ ー クの福 祉水 準 の低 下,小 国の通

貨 の犠牲 な どを もた らす もの で は ない か とい う もの であ っ た。

そ の後,議 論 の あ と批 准 した。93年11月,こ の条 約 は発行 し,ECは 実 質 的 内 容 を も り込 ん

だEUに な った の であ る(C.E.C."GreenPaperonthePracticalArrangementsfortheIntroductionofthe

SingleCurrency,"May.31.1995."PaulDeGrauwe,TheEconomicsofMonetaryIntegration,OxfordUniversity

Press,1994,Altemativestrategiestowardsmonetaryunion",EuropeanEconomicReview39.1995.p.483～

491.)。 加 盟15ヵ 国が99年 か ら通貨 統 合 を全 会 一致 で発 足 させ た。

本稿 の1の(2)で 触 れた よ うに,通 貨統 合 へ の参 加 は厳 しい条 件 を伴 う もの で あ り,加 盟 国

に とっ て難 題 であ っ たが,統 合 に よる メ リ ッ トを受 け とめ るこ とを重 視 した。統 合 は,物 価 の安

定,為 替 リス クの 回避,域 内投 資 の活発 化,為 替 リス クの 消滅 に よる経 済成 長,雇 用 拡大,企 業

の銀行 支 払 い の為 替 マー ジ ン,手 数 料 の節 約,域 内外 の利 用者 の通貨 交換 の廃 止 な どを もた らす

と同時 に,加 盟 国 と非 加 盟 国 との格 差 問題,共 通 通 貨後 の 高生 産性 と低 生産 性 の格 差,富 の分 配

上 の格 差 な どの課 題 が残 ってい る。

EU通 貨統 合 は,理 論 と実 践 にお いて 問題性 を もっ て い る もの の,先 述 した通 貨 統 合 の諸 条件

をふ まえて,EU中 央銀 行 が加 盟 国 の物価 の安定 を軸 に通貨 政 策 を定着 させ る以 外 に方 法 は ない

ので は ない か。 そ の 際の 有力 な政策 の 武器 は,従 来 蓄積 して きたEUの 共 通 通貨 体 制 実現 の ため

の各 国 の中央 銀 行 な らび にEU本 部(ブ リュッセル)の マ ネ タリス トの経験 と一`#'・通 貨 体 制 の具体

的政 策担 当者 た ちの実 践 と協 力 にあ った と思 う。

bユ ー ロ導 入後 の欧州 の安定 とは

EUの 通貨 統 合 の 道程 は厳 しか っ た。 それ は世 界 経 済 が余 りに も激 し く,各 国の 通 貨 を不 安 定

に したか らで あ る。 もちろ ん,ド イ ツマ ル クは強 か ったが,フ ラ ンス フ ラ ンは,相 対 的 に弱 か っ

た。通 貨 統合 の条件 の 中 には,前 述 した よう に,強 い通 貨 が弱 い通 貨 を助 け る こ とを合意 してい

た。 ブ リュ ッセ ルのEU本 部 の通 貨 統 合担 当 者 も,フ ラ ン クフ ル トの 欧 州 中央 銀 行(ECB)の 当

局 者 も,2001年 の公 式 で使 用 され るユ ー ロの 流 通 をみ て,そ の成 功 の 条件 を よ く読 み取 っ てい

た。 もち ろんECBは 加 盟 国の 各 中央 銀 行 の意 向 を吸 収 し,単 一・の 通貨 ・金 融 政 策 を実 施 した。
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その結果加盟各 国の金利政策 は統一 され,長 期金利の各国の格差 も縮小 した。 もちろん02年,

表面的なユーロの流通 をみる限 り安定 していた。そのメ リッ トも,第1に コス ト削減が順調 に進

んだ こと,第2に 価格の透明性 によるブラ ン ド商品価格 も低下 し,消 費者,企 業双方 に利益 をも

た らしたこと,第3に 物価 の安定による商品取引量が増大 し,外 国への輸 出 も増加 した こと,第

4に 雇用の安定傾向 を示 してきたこ と,な どが評価 された。

さい この雇用安定化 の背景 には,そ の政策努力があった と考 えるべ きであろ う。1999年6月

ケル ンで,EUの 首脳会議 で 「欧州雇用協定」(EuropeanEmploymentPact)」 を採択 した。その後

各 国が雇用問題 に力 を入 れた ことに よるもの と考え られる。雇用協定の特徴 はこうであった。 第

1は,雇 用可能性(Employability)の 向上 にあ り,職 業能力 を労働者 自身が磨 くことので きる制度

を作 るこ とであ る。第2に 企業 を起 こす ことを支援す る。つ ま り起 業支援(Entrepreneurship)策

であ り,起 業 をす るものに対す る行政手続 の簡素化であ り,制 度的 には,法 人税負担 の経減,ベ

ンチ ャー キ ャ ピタル市場 の拡 大 政 策 で あ る。第3は 経 済 的 ・社 会 的環 境 変化 へ の 適応 能 力

(adaptiability)の強化である。例 えば,従 来 の労働時間,賃 金等既存 シス テムを見直 し,現 実の変

化 に柔軟に対応 してはどうか というものである。第4に 雇用機会の平等化(equal・pportunity)で

ある。それは世代 をこえて就業機会 を平等 にし,仕 事 に意欲 をもって従事 し,明 るい社会 を作 ろ

うという趣 旨である。

この雇用機会の安定 ・拡大 を求めた政策 と通貨政 策を連動 させたのである。

一方
,す でに国際複数基軸通貨 としてユーロは ドル と並 んで国際通貨市場で威力 を発揮 し始め

た。ここで国際通貨 としてのユ ーロの比重 をみると,ユ ーロの実力が着 実に試めされている。国

際通貨市場 で ドルに対 してユ ーロの比重 が増加 した。国際決済銀行(BIS)に よると,01年 の新

発行債権 は,ド ル建 てが49.1%に 対 してユ ーロ建 て36.5%,02年 には ドル対ユ ー ロは46.9%

対36.4%と ドル に近づ いて い る。外 貨 準備 高 につ い て は,01年 に は ドル67.5%対 ユ ー ロ

16.4%,03年 には64.5%対18.7%と ユ ーロの比重 が徐 々に上 昇 しつつ ある。 と くに欧州市場

においてユ ーロの比重がかな り高いのは当然 であ るが,世 界 市場 で もユーロの外貨準備 高の比重

を増加 させ ている。い まやユーロは 「人間の共 同体であ り,EUの シンボル」であ り,貨 幣の国

際的交換手段 としての機 能を拡大 し,同 時 に国際的価値 蓄積機能 を十分 に果 してい る。ECB前

副総裁の ドイゼ ンベ ルクはい う。「政治的 ・文化 的 きず なを作 り出 している」 と。 ドル に対 して

活力あ るユ ーロであってほしい とい う願いが込め られている。

た しかにユーロは ドル よりも安定 している といわれている。それはEU経 済が 円滑 に成長 して

いるか らである。 ではユ ーロは ドル との競争にどう対抗 し,欧 州経済 を活性化 しているか。現実

に,2000年 に入 って欧州経済 は厳 しい。 ドイツのIFO経 済研究所の景況感指数で は,00年100

に対 して04年95.4に 低下 し,フ ランス,イ タリアの景気 も後退 した。欧州経済 は00年 に実 質

成長率3.5%に 上昇 したあ と,世 界経済の減速 とユー ロ高 の要因で低 迷 し,03年 前 半 には前期

マイナス0.1%に なった。EC経 済 の30%近 くを占める ドイ ツ経 済は景気後退 に直面 した。企
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業の設備投 資 も振 わず,雇 用不安 を増大 させ,資 本 と労働の対立 も厳 しい状況 に追い込まれた。

02年,03年 とマイナス成長 になった。04年 は1.7%に 持ち直 したがEUの 平均 を下回った。伝

統的 な自動車,機 械な ど主力企業 の輸出競争力 はみ られたが,雇 用不安のため個人消費は3年 連

続 で,前 年比マイナスであ り,ド イツの地元紙は,大 量失業,低 成長,財 政悪化 の三重苦 に直面

している という(FinancialTimes,16September,2005.)。

cEUの 中の ドイツの主要課題一〇5年11月 の大連立の政策 とは

EU統 計局 に よる と,04年3月 の失業率 は,フ ランス9.4%,ド イ ッ9.3%,イ タ リア8.9%

と高い。 ちなみ に米5.6%,日 本4.6%(04年5月)で ある。EU先 進国の失業率 は高 い。 ところ

が,イ ギ リス,ア イルラン ド,フ ィンラ ンド,デ ンマー クな どの失業率 はお しなべて低い。それ

は景気が安定 し設備投資 も堅調で中成長率 を維持 しているか らだ。 ドイッが最高 に厳 しい。

ドイッは 「アジェンダ2010」 政策 を打 ち出 しs当 時の シュ レーダー首相が先頭 に立って,成

長促進,社 会保障制度の確保,失 業手当,年 金支給の見直 し,税 制改革による勤労者 の可処分所

得増大策 などを展開 した。

だが05年3月 現在,ド イッの失業者 は約517万 人,失 業率 は何 ん と12.5%に 達 した。EUの

平均 を約1ポ イ ン ト上回 る。 と くに東部地域の失業率が高 く,20%以 上 であ る。年齢層別 にみ

ると,25歳 以下の失業率が14%,1年 以上の失業者が35%程 度い るとい う。高失業率 は,社 会

問題 を生み だす。家庭崩壊,非 行 も増大 してい る。「生活苦」に よって離婚 した人は,1990年 以

後,東 ドイツで3倍,旧 西 ドイツで1.5倍 に達 した。国民 は,05年 の9月18日,1年 早めた総

選挙 に期待 した。 とくに,与 党社 会民主党 と最大野党キ リス ト教民主 ・社会 同盟(CDU・CSUの

同盟)の 社会 ・経済政策が注 目された。

与党のシュ レーダー首相は,高 雇用 コス トを軽減すること,年 金,医 療保険,失 業保険など社

会保険 と所得税 を労使 で折半す るというものであ り,こ の点,労 働者,経 営者の双方か ら厳 しい

批判がでた。当時野党の同盟党首ア ンゲ ラ ・メルケル(2ヵ 月の空白後 ドイツ連邦議会,11月22日 首

相に選出)は,高 コス トの原 因を失業保 険料負担金 に求め,そ の削減 を主張 した。 メルケルはそ

の財源 を付加価値税 に求め,現 行の16%か ら18%に 引 き上げ る。従業員20人 を超 える企業の

職場 で も予告 な しの解雇 を許可 し,不 況期 において も雇用対策 を柔軟 に対応 す る とい うもので

あった。この政策は労働者 ・市民 か ら厳 しい批 判をうけた。

総選挙 の結果,与 ・野党 とも,少 数政党 と連立を組んでも過半数を取れず,最 終 的には ドイツ

の不況か ら脱出す るために,合 意で きる政策 を実行する とい うことで,両 大政党が連立 し,メ ル

ケル党主が首相 にな り(同 盟と社会党の議席差,わ ずか4議 席差で同盟第1党 になる),経 済,外 交,エ

ネルギー,EU協 力 を積極的に推進す るという。

もちろん,こ こで,EUの 指導的役割 を果 した シュレーダー前首相 の功績 に触れ る。例 えば,

脱原発政策,風 力に よる再生エネルギー導入 を進め,現 在,風 力発 電量 は90年 の約200倍 に増

加,再 生可能エネルギ0は 総発電量 の約8%を 占めている。いかに環境保全 を優先 したかがわ
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か る。

外交ではい うまで もな く,旧 ユー ゴスラビア ・コソボの平和維持 のため,軍 隊 を派遣お よびア

フガニス タンでのテロ活動抑制への派遣で,ド イツの国連 安保,地 域安保 への協力 は評価 され

た。 さらに03年3月 米英主導のイ ラク戦争 にフランス,中 国,ロ シア と協力 して,反 対 した。

さ らに国内では,ナ チス ドイツの歴 史の清算,99年,中 ・東 欧に存在 した強制労働被害者へ の

補償基 金の設立,04～05年 にかけて,仏 ノルマ ンデ ィ・一上陸,ワ ルシ ャワ蜂起,旧 ソ連の対独

戦勝の各60周 年記念 に出席 し平和 の重要性 を全欧 と世界 に訴 えた。EUに お いて もフ ランス,

オランダ,ス ペイ ン,そ の他 と協力 し,EU憲 法条約 を承認 した。 フランス,オ ランダは,批 准

を拒否 したが,ド イツは承認 した。

だがEUの 重要 な一角 を担 っている ドイッは,国 内的には,大 きな政治的,経 済的変動 に直面

した。 と くに前述 した ドイ ツの選挙 の結果 は,05年11月11日,キ リス ト教 民主 ・社 会 同盟

(CDU・CSU,同 盟)と 社会民主党が 「大連立」政権 を組み,4週 間の政策交渉 の結 果,連 立協定

に合意 した(Welt,November11,2005,FinancialTimes,11November,2005)。 その後1960年 代後半以来

約40年 ぶ りに 「大連立」が発足 した。東独 出身のア ンゲ ラ ・メルケル女史(CDU党 首)を 首相

に選出 した。

なぜ両党が共 同歩調 を取ったかの理由は 「財政再建」 を何 よりも優先 したか らだという。

国民はか な り批判 していたが,連 立協 定の骨子 をみる と,①07年 か ら付加価値税 を16%か ら

19%に 引 き上げ る。②高所得者層 の所得税 率 を07年 か ら42%を45%に す る。③現行65歳 の

年金開始年齢を,12年 か ら段 階的に引 き上げ,35年 に67歳 とす る。④健康保険改革 と介護保険

改革 は06年 に先送 りす る。⑤解雇 自由な試用期 間を現行 半年か ら2年 間延長す る。⑥原子力発

電所の段 階的廃止の方針 を維持する。⑦ トルコのEU加 盟交渉 は継続す るが,必 ず しも加盟 を認

める ものではない。⑧米国 との関係改善 を図る,と い うものである。

こうして主な政策の一致点 をみる と,両 者の厳 しい緊張 関係の 「結論」の ように受け止め るこ

とがで きる。「大連立 は経済 と社会福祉 などの危機 を克服 し,改 善す る真のチ ャンス」 とメルケ

ル党首 はい う。反対の意見 も覚悟 した うえでS社 民党の ミュ ンテフェリンク党首は 「討議の過程

で多 くの妥協 をしないか ぎり,前 進がない」 と。財政赤字はGDP比3%以 上 になることは確実

で,そ うなる とECBか ら批判 される。財政安定協定 によると,GDP3%を 超えた場合,GDP比

0.5%の 範囲内で,EUが 制裁金 を課 し,無 利子で積 み立 てて,2年 以 内に赤字が減 らない とき

は没収 され,EUの 財源 の一部 にす るとい う違反 の可能性 がで て きた。だか ら07年 まで に350

億か ら400億 ユーロの赤字削減 で合意 した という。これが付加価値税の引 き上げであ り,同 時に

高所得者層の所得税 を引 き上げた り,原 子力発電所廃止の方針 を継続す ることにしたのではなか

ろうか。

もちろん,こ んご大連立が国民 に対 して どのように協力 を要請 してい くか,ま た反対 派の意見

を どの ように吸収 してい くかが問われる。 トル コのEU加 盟 について も,EUの 結論 を踏 まえ,
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交 渉 の継続 で,意 見 の 一致 をみ た よ うであ る。 さ らに アメ リカの イラク政 策,と くに戦 争 に反対

して,米 国 と ドイ ッの外 交 関係 は一 時緊 張 したが,メ ル ケ ル女 史が,外 交 ・経 済 の面 で ア メリ カ

との協 調 姿 勢 を打 出 した 点 につ いて ミュ ンテ フ ェ リ ンク社 民 党 々 首 は,理 解 を示 した よ うで あ

る。 だが こ の党 首 は,11月15日 党 大 会 で 辞 職 し,新 し く東独 出 身 のM・ ブ ラ ツ ェ ク が 党 首 に

なっ た(FinancialTimes,23November,2005)。 だが こん ご両党 の現 場 党員,市 民 は この増税 案 に反

対 す るで あ ろ う。一 方 自動 車大 手 の会 社 は増 税 で消 費低 下 を懸念 して い る。他 方独 労 働組 合 連 盟

の 幹部 は 「景 気 と雇 用 に破壊 的 ダ メー ジ を与 え る」(Welt,N・vember12,2005)と ドイ ツ世論 調査機

関Forsaは 報 道 した。 同 じ く報 道 に よ る と,連 立 協 定 を 「公 約 違 反」 で あ る とい う声 が63%も

あ っ た とい う。 と もあ れEUの ドイ ツ は,財 政再 建 と国民 生 活 の安 定 に あ る。

再 度EUを 構 成 す る有力 メ ンバ ー は,2002～2004年 の 間,国 内 の財 政 赤 字 に苦慮 して い る。

ドイツだ けで は ない,フ ラ ンス,イ タ リア,オ ラ ンダ も,共 通 に厳 しい。 これ らの 国 は,社 会保

障 費確 保 の ため,公 共 支 出増 な どで,財 政 赤字 に直面 し,EUの 財 政 安定 協 定 の基 準3%を 突破

し,EU委 員 会 か ら法 的制 裁 を受 けて い る。05年 末 の 報告 に よる と,イ ギ リス もこの基 準 を破 っ

た とい う。

05年 の後 半 に な っ て世 界 の 景気 は漸 次 上 昇傾 向 をみ せ た。05年EU統 計 局 は11月15日,05

年7～9月 の域 内総 生産(GDP)の 速 報 をみ る と(Welt,N・vember16,2005,FinancialTimes,161VTovem-

ber,2005)ユ ー ロ圏12ヵ 国 の実 質成 長率 は前期 比0.6%上 昇 となっ た。 これ を年 率換 算 す る と,

約2.4%の 中 成 長 で,EU圏 と しては,低 成長 か ら脱 却 した とい え るか も しれ な い。 もち ろん ア

イル ラ ン ド,フ ィ ンラ ン ド,ス ペ イ ンな どはす で に 中成 長 で あ った。EU統 計 局 は,景 気 回 復 が

鮮 明 に なった と発 表 して い る。

EUの 統 計 局 に よる と,経 済規 模 が最 も大 きな ドイ ッが,02～04年 と低 成 長 で,労 ・使 とも,

政 府 批 判 をみ せ て い た が,05年 の 後 半,前 期 比0.6%と 予 想 外 の伸 び を示 した 。 こ の 点 は,

シュ レー ダー 前 首相 が,05年 以 降,回 復 す る とい っ た こ とが 当 っ て い た。 ドイ ッ は,中 国,域

内 な どへ の 輸 出 を増大 させ た。 国 内 的 には,EU全 体 で 製 造 業 受注 が 前 期 比4.7%増,し た が っ

て設備 投 資 も順 調 に伸 びて い る。 フ ラ ンス は0.7%,ス ペ イ ンは0.8%と 高水準 を維 持 した。

一 方 ユ ー ロ 圏 で は個 人消 費 が低 調 だ っ たが9月 以 降 回復 した
。 そ れ は9月 の 失 業 率 が8月 よ

り,1%改 善 した こ とに よる とい って い る(FinancialTimes,16N・vember,2005)。 一一一方,ユ ー ロ圏

の 物 価 上 昇 率 は,02年2.3%,03年2.1%,04年2.1%で あ り,05年 は2.5%の 可 能 性 が あ

る。05年9月2.6%,10月2.5%の 上 昇 率 で あ る。 景気 回復 基 調 が鮮 明 に な る と,ECBは,政

策 金利 年2%を 守 る立 場 に あ る。強 い警 戒 感 を もつ で あ ろ う。

こん ごEU委 員 会 は,ECBに 物価 安 定 を求 め る可 能性 が あ る。 もち ろ んECBは 厳 しい独 自の

判 断 で対 応 す るで あ ろ う。

EUは,各 国 の財 政 収支 が安 定 しEUの 財 政 安定 協 定 を守 る こ と を求 め て い る。ECBも,物 価

安 定政 策 を徹底 してい くで あ ろ う。EUは,成 長,雇 用,物 価,福 祉,環 境 の諸 政 策 を連 動 させ
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市民生活の安全 を求めてい くであろ う。EUは,市 民のための視点 に立 って政策実行へ 向って前

進 してほ しい。(注1)

V.こ ん この課題 を克服 す るために一EUと 「近隣諸国政策」そして市民一

以上,激 動す るEUの 政策課題 を多面的に述べた。EUは 多 くの民族 と文化の共有,共 存の合

成体であ り,民 主(Dem。s)の 深化 と人権 の無限の尊重,普 遍的で 自発的,自 立的 に創 る人間同

士の約束 ごと,つ まりルールの支配,市 民法の支配の共同体 でなければな らない。単純な 「法の

支配」の言葉で片づ けてはならない。以 下あえて現実 を踏えて理念的政策提言 をしたい。一一部エ

リー トの統治するEUで はな く働 く市民の,経 営す る市民 の,内 発 的な声 を吸収するEUで ある

べ きだ。欧州議 員,欧 州委 員会委員,EU官 僚たちだけ と思 われてい るEUで はな く,市 民 の問

題提起 を受 けとめ,行 動す る議員,委 員,官 僚か らなるEUで あ ってほ しい。エ リー トのEUか

ら市民のEUで あってほ しい。EUは 欧州憲法条約前文 にある理念 を 日常的 に生かすEUエ リー

トであってほ しい。市民 と一体 となったEUで あってほ しい。

前文にはこうある。「欧州 には,自 由,民 主主義,平 等,法 の支配 といった人類 の普遍 的価値

の源泉 となった文化 的,宗 教 的 ・人道的遺産がある」 この遺産を正 しく継承 してい くEUの 市民

であ り,官 僚であ り,議 員であってほしい。 ともに知的緊張関係 を共有 し,新 しい各 国の個性 を

踏 えた創造 的共同作品 としてのEUを 作 ってほ しい。

「過去 の苦い経験 を経 て再統合 した欧州 の進 むべ き道 は,弱 者や貧者 を含 むすべ ての居住 者の

幸福 のための文明,進 歩,繁 栄にあ り,文 化,学 問,社 会発展 に対 して開かれた大陸であ り続け

ることを求め,民 主性 と透明性 を高め るとともに平和 と正義 と連帯 を世界全体 に広め る努力 を行

うことを望 む」(前文)。 この理念 を理念 として とどめるのではな く,各 加盟 国,EU官 僚(行 政),

議員,市 民が対等に共有 し,日 常 的に具現化 してい くこ とにある。

この点EUは,05年5月 に10ヵ 国 を迎 え25ヵ 国体 制へ発展 し,民 主,連 帯,近 代 化,法 の

支配,人 権尊重 などを徹底 してい くことを表 明 した。07年 には,旧 社 会主義 国であったブル ガ

リアとルーマニ アのEC加 盟 も予定され,将 来的には,い ま加 盟条件 をひとつ ひ とつ ク リアー し

つつあ るクロアチァ と トル コの加盟(問 題点は,本 論文1の(4)で 展開)も 視 野 に入 って きた。平

和 と正義 と連帯 をEU加 盟国,予 定加盟国の周辺 にも,対 等 ノ平等を条件 に拡大 しよ うとす る方

向性を,わ た くしは評価する。それはEUエ リー トの先導的思考 に基づ く政策で対応 しよ うとす

る姿勢 では困 る。「欧州近 隣政策」は,欧 州市民 と近隣諸国市民 との平和 ・交流 ・善隣 ・友好 ・

連帯でなければならない。エ リー トの 「欧州近 隣政策」の実行 では限界である。

EU25ヵ 国の形成 は,大 国であ るロシアをは じめ旧社 会主義体 制の ソ連の独 立 国家共 同体 の

国々との関係 を民主的 に,友 好的に,平 和的に発展 させ るべ きであろ う。

「対等,平 等,平 和,民 主」の原理 を応用 してい く理念 をもって ほ しい。EUは 幹部 の方 々の

無限な市民的姿勢で,平 和外交 を発展 させ ることにある。
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地中海沿岸 諸国に対 しては,欧 州 ・地中海パー トナーシップの もとで,北 アフリカ ・地中海諸

国11ヵ 国お よびパ レスチナ暫定 自治政府 と2010年 まで に 自由貿易経 済圏 を作 るこ とを視 野 に

「対話 と協力」 を進めて きた。

近隣諸国が主要EU政 策 とプログラムへ の参加の道を開いてい くとい うものである。

もちろん,こ れ らの国が将来EUへ 加盟す るとい うのではな く,平 和 ・友好 ・親善の外交 関係

を着実 に定着 させてい くことにあ る。

こうした理念の前提 に 「欧州近隣政策」 の対象 国は,ア ルジェリア,ア ルメニア,ア ゼルバ イ

ジャン,ベ ラルーシ,エ ジプ ト,グ ルジア,イ ス ラエル,ヨ ルダ ン,レ バ ノン,リ ビア,モ ル ド

ヴァ,モ ロ ッコ,シ リア,チ ュニ ジア,ウ クライナの15ヵ 国そ してパ レスチナ 自治政府 となっ

ている。 また ロシア とは,03年 のEU・ ロシア首脳会議 で合 意 した4つ の共 同領域創設 を通 じ

て,戦 略的パー トナー シップの発展 を目指 している。EUと これ ら近隣諸国 との協力分野 は,政

治,経 済,安 全保障,文 化,環 境,運 輸,IT分 野での協力関係 をもつ とい う。

EUの 「近隣政策」は,前 述 した ように対等,平 等,平 和,民 主,人 権,友 好の理念の もとに

相互に繁栄 を図 ることであるべ きだ。 もちろん内政不干渉,相 互互恵の外交的理念 をもつことは

当然のことだ。

さい ごになったが,EU憲 法条約 は改 めて本来,各 国が承認 し,批 准 を終 えて07年 か ら実現

す る筈 だった。 ところが本論文1の(2)で 論述 したように,フ ラ ンス,オ ラ ンダの国民投票で

否決 された。

問題は,EUの 基本政策は従来の共通の条約 ・協定 などを踏 えて着実 に,問 題意識 をもちなが

ら,実 現 されてい くであろ う。 もし,改 めて,EU憲 法条約が批准 を拒否 された国 々で も改めて

国民の問で議論 され,深 化 されて国民投 票 を行 い,批 准 されれば,EUの 理念 は,よ り豊富 にな

り,世 界か ら注 目され るであろう。

同条約の第1～10条 の連合市民権の中味 を改 めてエ リー トと市民が議論 してほ しい。

EU加 盟国のあ らゆる市民 は,EU市 民 となる。EU市 民権 は,国 家市民権 に追加 されるもので

あって,国 家市民権 に取 って代 わるものではない。

連合市民権 は,市 民1人1人 が 自立性,自 主性,自 己統治 と相互統治を もって連帯 し,本 論で

問題提起 した諸問題 を具体化 されるべ きではなかろ うか。

(注 ユ)マ ルゴット ・ヴァルス トレム女史(欧 州委員会副委員長)は こうい う。EUが 人hの 暮 らしに与え

ているインパク トを市民に認識 して貰う。EUは,人 々の声に耳 を傾けること,さ らに 「欧州 という

感覚」を強化 し,そ れによって 「欧州 という公的空間への関心を呼びよせる」ようにすべ きだ と。

(この点は全 く同感である。)そ のために3つ の目標を設定している。第1は 欧州市民 との接点を強化

すること。第2は 人々を相互に接近 させる共通の物語 りを話 し合 うこと。第3に 市民のインフラを整

備することにある(europewinterO5)。 この点をどのように具体化 してきたかを提示すべ きではな

かったか。
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